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2020 年度 地研運営体制

所 長          南 有哲 年 報 担 当   大畑 智史

通 信 担 当   南 有哲

地研運営委員 法 経 科 大畑 智史 交流集会担当   長友 薫輝

地研運営委員 生活科学科 北村 香織 会 計 担 当   北村 香織

所員    本学の専任教員は研究所の所員となります。

研究員   研究員は、研究費の支給を受けて、自ら設定したテーマについて地域に関する

       自主研究に従事します。（研究期間 2020 年 4 月～2021 年 3 月）

研究概要

●研究員

研究員名 研究テーマ 研究概要

相川 悠貴 運動が食欲や食事

摂取に及ぼす影響

【背景】対象や運動様式、対象者心理によって、運動が食欲や食事摂取

に与える影響は異なることが明らかになってきた。エアロビック・抵抗

性混合リズム運動、登山は、楽しく、身体に高負荷を与えられる運動で

あり、健康維持に有効な運動として知られている。

【目的】エアロビック・抵抗性混合リズム運動が食欲と食事摂取に及ぼ

す影響を明らかにすることである。

【方法】健康な人を対象に、安静後、60 分のエアロビック・抵抗性混

合リズム運動後、登山活動中の食欲と食事摂取を、交差試験により検討

する。また、対象者は 10 人程度募集する。運動強度は心拍数の変動に

より評価する。心理尺度は POMS２短縮版を用いて評価する。食欲、疲

労はビジュアル・アナログ・スケールを用いて評価し、食事摂取は被験

食を自由摂取させて評価する。

【予想される結果】60 分のエアロビック・抵抗性混合リズム運動後や

登山はイライラ感や抑うつ感が減少する。その満足感と運動による疲労

により食欲が減少し、食事摂取量の増加が生じないことが予想される。

【本研究の意義】体重減量に対する効果的な運動方法を提言する知見に

なり得る。これは、三重県民や三重短期大学学生の健康増進に繋がる知

見となる。また、食物栄養学専攻学生と実施することで、卒業後三重県

の健康増進に携わる者に、運動と食事に関する知識を身につけさせる成

果も得られる。

楠本 孝 「川崎市差別のな

い人権尊重のまち

づくり条例」につい

て

「川崎市差別のない人権尊重のまちづくり条例」は、我が国で初めてい

わゆるヘイトスピーチに刑事罰を科す条項を含んでおり、画期的なもの

であるが、それだけにその合憲性を巡って学会で議論されることは確実

であり、場合によっては裁判で争われることも十分に想定される。そこ

で、同条例の成立過程や、類似法規及びその裁判例を検証して、同条例

の合憲性を確証することを目的とする。
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田添 篤史 地域間格差が存在

する場合の金融政

策依存の問題点

現在のマクロ経済政策は、財政上の制約もあり金融政策に依存する形と

なっている。しかし金融政策によって決定されるマクロ的諸変数は全国

に一律に影響するものであるため、地域間の経済状態に差が存在する場

合には、各地域の経済実態を無視した影響を及ぼすことになると考えら

れる。昨年度はこれについてモデル化を行った。今年度は地域間格差に

対して、金融政策の重視がどのような影響を及ぼすものであるかを実証

的に検討する。

大畑 智史 租税分野における

ICT 活用

近年、世界的に行政など社会の多くの場面で ICT 化の動きが強まってき

たことはよく知られている。このような中で、もちろん、租税と直接的

間接的に関係する ICT システムは数多く存在している。例えば、クラウ

ド型 ERP、日本におけるマイナポータル、といった ICT システムは租税

と大きく関係している。以上のような状況が、三重県の場合においても

当てはまることは言うまでもない。本研究では、そうした ICT 化の租税

の性質への影響について分析することを目的とする。この分析の中で

は、できるだけ三重県の場合の分析を考慮することとする。以上の分析

は、そうした社会状況の中での租税の適確な施行のためには欠かせない

ものである。

小野寺 一成 人口減少下での集約

型都市構造再編と拠

点形成に向けた研究

（その２）

－地方都市における

実践と課題－

2018 年度まで在籍した、日本建築学会 都市計画委員会 地方都市再生手法小

委員会から継続して、2019 年度より同委員会の「地方都市拠点デザイン小委

員会」のメンバーであることから、引き続き地方都市再生に関する研究を行

う。

近年、立地適正化計画制度に代表される人口減少に適応した都市構造再編の

ための計画制度が整備されている。しかし、人口減少に伴い表出する地区の

空間構造の改変を時間的空間的に細 かくマネジメントし、望ましいものへと

誘導していくためには、単なる「縮小」ではない拠点論、計画論、ネットワ

ーク論、制度論などの拡充が求められる。今年度は、その知見に有用となる

全国の先進事例や調査報告文献などを収集するものとする。

また、三重短期大学が立地する津市においても、「多極ネットワーク型コン

パクトシティ」を念頭に、都市計画マスタープランや立地適正化計画が策定

されていることから、2020 年度の本研究は昨年度に引き続き、津市において

も持続的に発展できるような都市構造の構築に向けて、単なる「縮小」では

ない拠点論、計画論、ネットワーク論、制度論などの知見を得るために全国

の先進事例などを収集することにある。
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高橋 彩 青年期における自

律性の獲得と親へ

の情報開示方略

本研究は、社会的領域理論に基づき、青年の自律性の発達と親子関係に

ついて検討するものである。具体的には、高校生と大学生を対象に、青

年が親からの自律性を獲得する方法の一つとして、開示方略（自分に関

するどのような内容を、どの程度開示するのか）と親子関係との関連な

どを質問紙調査によって明らかにする。

自律性の獲得は青年期の主要な課題の一つである。児童期には親の作っ

た規則に従っていても、年齢とともにそうした親の管理を拒絶し、自分

自身で意思決定を行うことが増える。青年期に親子間で葛藤が増加する

理由の一つに、青年が個人の自由であると考える事柄に対して、親が規

則を作って子どもに従わせようとすることがあげられる。社会的領域理

論では、個人に決定権があるという判断は、個人領域の判断ととらえる。

例えば、自分のお金の使い方や自由時間の過ごし方、友人の選択という

問題は、個人の統制下にある代表的な事柄である。一方、ダイエットを

するという問題は、自分の身体のコントロールという意味では個人領域

から「自分の問題である」と判断できるが、「青年の健康に害があるか

ら良くない」と自己管理領域からも判断できる。このように社会的領域

理論は、私たちが物事を判断、推論するときに用いる正当化を、個人領

域、自己管理領域、慣習領域（任意のルールや規範、マナーの観点から

判断）、道徳領域（ルールの有無とは関係なく、他者の福祉、権利から

判断）として理解する。青年が自分に関する様々な事柄をどの程度個人

の自由であると考え、親の統制を拒否するのか、また青年の開示を促す

親子関係の特徴は何かを明らかにすることは、青年期の子をもつ親へ有

益な知見を提供できると考える。

調査対象：三重県内と愛知県内の高校生、短期大学生、大学生

武田 誠一 三重県における「地

域共生社会」実現の

課題

「地域共生社会」は，地域包括ケアシステムを深化させた状態であり，これ

までが高齢者中心であった支援体制を年齢にとらわれない，支援体制の構築

を目指すものである．

一方で，こういった考え方は，「我が事・丸ごと」や「断らない相談」とい

ったフレーズで語られることが多い．ただ，その実態が何を指しているのか

は明確ではない．つまりは特定の事業などを指すものではなく，各地域の独

自性に依拠した実践にその価値が求められるものである．

そのため本研究では三重県内における「地域共生社会」の実態を把握し，そ

の特徴，課題などを整理する．

本研究では，自治体が主導する「地域共生社会」のあり方を明らかにするの

みならず，地域住民，介護職，福祉職，保健・医療職の果たす役割にも言及

していく．

北村 香織 障害のある人の地域

医療サービス利用に

関する研究

障害のある人が医療サービス（代表的なものとして病院での診療）を利用す

る際には、多くの困難や不便が伴う。それは例えば、高額な医療費の支払い

や病院などへの移動手段のなさ、また移動費用の負担、病院内での不安、医

療従事者の障害への無理解等といったことがあげられる。今回は、特に「サ

ービスの利用方法」に着目し、障害のある人が病気で診療を受けるまでに感

じる利用しづらさはどこにあるのか、利用を阻む要因について分析したい。

そして、具体的に地域医療機関や行政などができる改善点や工夫はどのよう

なものなのか検討する。
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長友 薫輝 地域の医療保障・介

護保障づくりの政策

展開に関する調査〜

地域医療構想と地域

包括ケアシステムの

動向から〜

地域医療構想と地域包括ケアシステムを両軸として、医療・介護供給体制の

再編が進められてきた。新型コロナウイルス感染症対策としても、供給体制

の再編がどのような姿となるのか、注目されているところである。実際に地

域の医療保障・介護保障がどのように整備されているのか。これまで関わっ

てきた秋田県鹿角市、福岡県北九州市における地域調査を行い、各自治体の

今後の政策展開に貢献することを目的として研究を進めたい。

駒田 亜衣 津市における平成 30

年度特定健康診査・

特定保健指導の解析

と 11 年間の推移

現在、「特定健康診査・特定保健指導」開始から 12 年が経過し、11 年分のデ

ータが蓄積されている。三重県津市においても同様であり、これまで平成 20

年から 29 年までのデータを毎年集計・報告してきた。

昨年度の研究成果として、津市の 10 年分の特定健診結果を活用し、保健指導

実施者のその後の状況を報告した。引き続き、蓄積されたデータの活用方法

については課題のひとつとなっている。

そこで本研究では、津市で実施された最新の平成 30 年度特定健診結果の解析

と平成 20 年から 11 年間の動向（検査値推移や生活習慣の変化）を確認し、

今後の健康づくりに役立てることを目的とする。

●奨励研究員

奨励研究員名 研究テーマ 研究概要

長友 薫輝 「相模原障害者殺傷

事件」の根源を問う

重度知的障害者のみを狙った犯行として知られる相模原障害者殺傷事件を、

どのように私たちは受け止めて考え行動するべきか。脆弱な社会保障制度、

問われるべき公的責任の所在、そして根底にある優生思想や差別的な対応に

ついて、少しずつ整理していきたい。元ハンセン病患者への隔離政策をはじ

め、これまでの優生思想や差別にもとづく政策的対応がどのような状況をも

たらしたのか、約 20 年ほど前から調査などを通じて関わっており、あらため

てここで検討を加えたいと考えている。
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●特別研究員

特別研究員名 研究テーマ 研究概要

岩田 俊二 明治期以降の農村

居住環境整備の発

展過程に関する研

究 ―特に明治初

期から戦後開拓ま

で―

農村の居住環境整備史を耕地整理法の時代,土地改良法の時代を通して

著すことを目的にしている。農村整備は昭和 45 年ごろから本格的に農

政の課題となり実施されてきており,その経緯については『豊かな田園

の創造 農村整備事業の歴史と展望』(農村整備事業の歴史研究委員会

編,日本農業集落排水協会,1999 年)等に明らかにされている。また,耕

地整理や土地改良事業については『土地改良百年史』(今村奈良臣,平凡

社,1977 年)，『農業土木史』（農業土木学会，1979 年 5 月）等が著さ

れている。しかし,明治初期から戦後開拓あたりまでの旧耕地整理法の

時代における農村居住環境整備の歴史についての著作は見当たらない

ので,特に明治初期から戦後開拓までの期間の農村居住環境整備の歴史

について調査研究を行う。方法は同期間の農村居住環境整備の歴史につ

いて文献資料から通時的な分析を行うとともに,その分析の中から特徴

的な事例地区を選択し,分析を行う。2019 年度は明治初期の静岡式の田

区改良事例として静岡県袋井市田原地区・磐田市旧富岡村の該当地区，

石川式の田区改良事例として金沢市上安原地区の事例，明治期耕地整理

法施行後の耕地整理の全国モデルとなった埼玉県鴻巣市常光地区の事

例を取り上げ，居住環境整備の観点から分析した。2020 年度は戦前戦

後の開墾開拓地区の居住環境整備の整備方針を検証し，事例地区を選定

し現地調査を行う。最終的な研究成果は農村居住環境整備の通史部分と

特徴的な地区の個別史部分を併記し農村居住環境整備の歴史を明らか

にするが研究の狙いは個別史部分に置く。

茂木 陽一 近世・近代移行期に

おける捨子の比較

研究(長崎県・三重

県を対象に)

長崎・三重両県において、近世の大庄屋文書・藩庁文書(長崎では島原

藩、三重では紀州藩・神宮領）、近代の県庁文書から捨子事例の収集を

行い、両地域の比較分析を行う。
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第 60回地域問題研究交流集会報告(要旨)

2020 年 1 月 11 日(土)三重短期大学において第 60 回地域問題研究交流集会が開催されました。

長友薫輝研究員をコーディネーターとし、学外から立命館大学教授の松田亮三さん、日本障害者センター

事務局次長の山崎光弘さん、神戸大学准教授の井口克郎さんをお招きして「医療福祉政策の展開における

評価のあり方を考える」をテーマとして開催し、約 30 名が参加しました。

今回の地研通信では集会の様子を掲載いたします。

長友

今日は、お忙しい中ご参加いただいてありがとう

ございます。少し人数が少ないですが濃いメンバ

ーで共有できる方々ばかりではないかと思います。

まず松田先生に医療福祉政策の評価状況というこ

とでお願いしておりますので１時間程お話しいた

だきます。表題の通り、実績評価等々についてお

話しいただきます。そのあとお忙しい中、皆さん

お越しいただいておりますが、山﨑さんそして井

口さん武田さんにお話いただき、問題意識の共有

を図り考察していこうと思います。それでは、松

田先生よろしくお願いします。

松田

立命館大学の松田と申します。今日はお話しでき

る機会をいただいて嬉しく思います。長友さんに

頼まれた時から随分時間が経ち、その間にもう少

し準備できれば良かったのですが準備がいろいろ

不十分な点があるので配布資料はなしにさせてい

ただいて、最後にテープ起こしをする必要がある

という話ですので原稿で読んで頂きご理解いただ

ければと思います。

実績評価ということで今日の趣旨にあるような医

療の仕組みというか目標は結局何でしょうかとい

うことを考えたいということだったと思うのです

けれど、この実績評価というのは目標があった上

で行うということになるわけです。しかし、目標

をどう立てるのかというのをそもそも考える必要

があるんじゃないのか？という長友さんの問題提

起が大変重要だと思い、そのことを中心にお話し

しながらいくつかの提言などをお話ししたいとい

うことでタイトルは「考え方、例、課題」として

おります。

二つの背景があるかと思っているんですけれど、

一つは医療政策におけるインセンティブこれをど

う考えるかということは実績評価とかなり関係し

ているということがあります。もう一つ、一般的

な行政として日本の中でも行政評価とかが広がっ

てきまして、最近の政府ではKPIということで様々

な指標の中 の重要な 指標 Key Performance 

Indicator を出しています。

一般の行政とはすぐに馴染みにくいところはある

んですけれど、両方が相まったような形になって

きているというようなところがございまして、そ

こでこの問題を考えることが非常に大事になって
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きているんじゃないかと思うんですね。今日は後

でいろいろご報告もあるということで実績評価ど

うなのかという話について理論と例についての概

観と枠組みについての例を示すといったことを考

えていますが、その前に日本の医療改革の話しも

しておかないといけないかなと、長友さんに聞い

たところだと大体日本の話しは皆さんよくご存じ

ですという話だったのですけれど、ちょっと復習

がてらに最初の方に時間を頂いて＂都道府県に関

する日本の医療改革＂日本の医療改革全体という

のはなかなか時間がかかってしまいますので、ひ

とまず置いておきまして都道府県ということにか

かわる話を進めていきたいと思います。

大雑把にいうと＂都道府県ガバナンスの構築＂と

いうことで都道府県単位での医療の供給をしてい

く仕組みをだんだん作っていっているということ

だと思うんですね。マクロ的にみると、医療改革

の一つの焦点が供給改革になってきていると私は

書いているんですけれど、これは医療費の高騰と

いうこともございましてそれに関して様々な政策

が取られるんですけれど、特に病院や一般の開業

医さんを含めて医療サービスをどういうふうな形

で進めていくのか中身をさらに突っ込んで考えて

いく必要がある。そこでシンプルに進めていく方

法があったらいいですけれど実際はサービスの供

給の具体的な話になってきますと日本の仕組みは

大変複雑で地域差が大きいという問題があります。

従ってそこで出てきている対応策というのがマク

ロ的な政策目標、国としては目標を出しながら全

国一律ではなく、都道府県単位で医療供給を中間

的に統治しようとするということで、目標は政府

が作って都道府県がそれを具体化してくださいね

と具体化といっても都道府県にそんな強い権限が

あるわけではないですけれど都道府県のところで

それを進めていただきたいというふうな政策が取

られている。これをここではガバナンスの構築と

言っています。

GDPの推移で70年代の5％くらいだったのが、2015

年で約 10％くらいに医療費が伸びている。病院の

データも日本は西欧諸国から見ますと非常に複雑

なので、なかなか評価軸が難しいんですけれども、

例えばこれはOECDのデータで心筋梗塞の平均回復

日数を比較しているんですね。毎年出ている一目

でみる健康ということですけれどそういうところ

に出されているものです。日本はこういうデータ

には載せていないんです。最近は載っているかも

しれませんがこの2017 年には載っていません。韓

国なども載っているわけです。OECDの平均で6.5、

ノルウェーなどは3.7日ぐらいチリだと10日イタ

リアは 8 日くらいですね。ですので、この平均回

復日数をどう減らすか、例えば医療の効率化とい

ったことが議論される形になってきています。日

本はこの辺でどのような余地があるのかこれはな

かなか示すのが難しいんですけれど、少なくとも

現在の政策担当者はここを一つの課題と考えてい

る。これは財務省の財政審議会が出した資料で、

全部を手放しに評価できないんですけれど 3 つの

視点のうち一つの＂必要な保険給付をできるだけ

効率的に提供する＂という発想ですね。必要なも

のを、効率を考えてやっていくこの発想はこれを

見る限りでは税金を納めるにしても社会保険料を

出すにしても必要なものは是非やってほしいだか

らと言って無駄なことは誰もやってほしくないわ

けでして、そのような中で二つ目の大きなポイン

トに＂医療提供体制の改革＂というものがありま

す。

これをどう進めるかというのが一つの大きな焦点

になっているんじゃないか。都道府県の差という

ものは先ほど申し上げましたけれども地域差の医

療費というのが結構ありますよと。これは指数が

出ていますけれど、中央値から見てかなり大きな

差があるものもあります。これを見てもピンとこ

ないので数字を抜き出してみまして、具体的な金

額がどのくらいかという話ですけれど、市町村国

保のデータで後期高齢者のデータは入っていない

んですが、総計の医療費でいうと 1 位の佐賀県は

43 万円くらい茨城県は 31 万円と 10 万円ほどの差

がある。入院だけみても鹿児島が19万、20 万円近

くで愛知県は11万円くらいと、倍と言っては言い

過ぎかもしれませんけれどそのくらいの差があり

ます。
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これは年齢調整後ということで若干の住民の特徴

では調整されていると考えられているんですけれ

ど、若干ということで完全に調整できるわけでも

ないんですが、それにしても大きな差があるとい

う事実はわかる。一方で寿命とかはどうなんです

か？というのがあるわけです。これは具体的な例

は出しませんけれど、最近は健康寿命をどう考え

るのかというのを計算の方法とかもいろいろあっ

てややこしいところもあるんですけれども、「健康

日本 21」の中間評価というものがありまして都道

府県ごとの健康寿命の差というものは若干縮んで

いますよね？ということをこのレポートでは言っ

ています。

これをみてみますと、平成22年が下で全体的に平

均寿命は延びている。熊本などは地震の被害で除

いているところもあるんですが、平成22年から28

年の 6 年間でこれだけ延びている若干傾きが緩く

なっているというところで地域間の格差は少し減

っている、ということが男女ともにいえるわけで

す。それにしてもこれをみますと男性では 1 才か

ら１才半くらいの差、女性だと 2 才くらい近い差

になるわけです。医療費適正化指針というものが

あって、先ほど冒頭で言ったインセンティブとい

うものが使われていて、健康の保持の推進に関す

る目標と医療の効率的な提供の推進に関する目標

2つが出されている。これをあまり網羅的ではなく

て医療費減るかもしれないねということを入れて

やっていく。例えば健診をするとかタバコを減ら

すということを目標にする。あとはジェネリック

薬を使うことは分かりやすく医療費が減るところ

ですけれど、こういったことをやっていきましょ

うというものです。これを最終的に都道府県の一

人当たりの医療費の差を半減させていきましょう

と。第 3 期医療費適正化計画では都道府県別の一

人当たりの医療費について年齢調整を行い一人当

たり外来医療費の地域差について平均との差を半

減する目標が作ってある。都道府県単位でこうい

うことがだんだんとされているんですけれども地

域差、糖尿病の外来などデータをみえるようにす

るように進めていく。

ここまでは、医療費、公的医療保険の話ですけれ

ども、今度はサービスを行っている病院とか診療

所など実際にやっている供給主体はどうなんだ？

という話に移ります。これはようやく一覧表を作

ってくれたなと個人的には喜んでいたんですけれ

ど、開設主体別の医療機関がどういう取扱いを受

けているのかがこの一覧表に出ています。公立病

院の他、済生会であるとか厚生連であるとか共済、

地域医療推進機構とか国立病院機構とか公益社団

法人とかいろんな組織の名前が書いてありますが、

それぞれ扱いが違い歴史があって複雑な状況にな

っている。地域差という話で考えるとシンプルな

区分で政府部門と公的医療機関、これは今言った

地域医療推進機構とかそういうものを含めきれて

いないんですけれども、公的医療機関の割合が各

都道府県でどのくらいのパーセントがあるかとい

うことをみると、これもかなり差があるわけです。

全国の公立病院で 14.4％くらい病床数があります

けれども、地域によっては 10％くらいしかないし

多いところでは50％近くある。中央値で24.6％で

す。これに公的医療機関が入るとちょっと増えま

すがこちらもかなり差があるので、運営体制の変

革と言っても同じやり方では進められない状況で

す。

三つくらいの改革が進められていて最後のところ

は私もちゃんとフォローできていないんですけれ

ど保険者と供給改革というものがあります。皆さ

んご存知だと思いますが、少し古い図で2003 年の

時の図です。都道府県単位を軸とした保険運営と

いうことで健保組合のところは残しているんです
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けれど小さいところは政管健保や市町村国保は

個々に統合されましたけれど、都道府県単位で運

営したりしています。これは説明が重複しますけ

れど、2008 年の法律改定で後期高齢者医療制度が

都道府県単位になりまして、2013 年からは各種指

標を使って後期高齢者広域組合への支援金、若年

者の保険料から変更させるということが実施され

ました。インセンティブを使うということで先ほ

ど言った健康検診、糖尿病の重症化予防、ジェネ

リック薬を使っていくというようなことを指標に

して支援金を少し減らしたり調整したりする。こ

の指標のようにだいたい総額1000億規模で市町村、

都道府県は 500 億円規模でやっていくということ

が始まりました。

今度は供給のことに関わって、医療費適正化改革

というものが2008 年くらいからあって、2014 年の

医療介護総合確保推進法のもと、地域医療構想こ

れをまず検討していき病床機能の報告というもの

も行われるようになって地域医療構想を進めてい

るということになっています。こちらはご存知の

通り機能区分ですね。これをやっていき、これは

医療機関が自主的に選択して進めていく、そして

都道府県が地域医療構想のビジョンを作って進め

ていく形になります。これは松田晋哉先生とかが

作られた2013年に一般病床をこんなふうに機能分

割して全体値を減らしていくということ、一部福

祉施設とかへ転用することによって医療から介護

へ機能的に分けられることは分けてかつ医療の中

での区分を明確化するということを進めています。

これをやっているんですけれど各都道府県、苦労

しているということで、たまたま見たもの二つだ

けですけれど、一つは奈良方式ということで（私

は奈良に住んでいるんですが）急性期を二つに分

けたりしています。これは奈良県の地域医療計画

策定研修会で出された資料です。このように、都

道府県がそれぞれさらに考えてやったらいいし、

実行できるという仕組みなんです。

埼玉の話では、機能区分を4機能と大区分にして

この組み合わせで区分してやっている。それぞれ

これが良いのかどうかは私がここで評価できない

んですけれど、少し言いたいのはこういうふうに

やり方を各都道府県で考えてやってくださいね、

やっていただいて結構ですよ。やり方があったら

都道府県ごとでシェアしてくださいね。よく自治

体で他の例、他の自治体に倣ってやっていくこと

がありますけれど、それがこの分野で起きつつあ

る。

この辺についてはいろいろ議論があって 2019 年 9

月ですね、地域医療構想がなかなか進まないとい

うことでリストを特に公立病院、そういうことで

リストを公開したというのが非常に問題になりま

した。現場からの反発もあって説明会などもやら

れていましたけれど、そうは言っても閣議とか経

済財政運営のレベルで政府全体としてやり方の問

題としては変えてくる可能性があるかもしれない

ですけれど、方向性は明確に持っていらっしゃる

ような感じでございます。今まで話をしてきたと

ころは都道府県ごとでどうするのかということが

非常に重要になってきている。良くも悪くもそこ

が問われるようになっている。単なるマニュアル

に沿った実施ではなく、どちらかというと目的に

応じた創意工夫が求められるし許容されるという

状況の一面はある、しかし目的など、多くの目標

は中央政府が決めているということです。

一方で「効率化する」という時に何をどう効率化

するのかということがあります。実際にはかなり

解釈の余地がある。やっと本題に入るんですけれ

ど、業績評価を考えていくということで、業績評

価の前提になってくる話ですけれど、前提になっ

てくる目標をどう考えるか？目標とセットで業績

評価をどう考えるのかというのがありますのでこ

ちらを先に進めたいと思います。業績評価という

のは定められた目標に照らしてどの程度実現でき

ているかをみるものでして、業績評価とか実績評

価とかいろんな言い方があります。ポイントは目

標をどう定めるかで基本的には社会的に望ましい

状況を網羅した目標を作っていく必要がある。実

績評価だけでは政策の目標を実現することは困難

である。目標だけ立てて資源がない医療を適切に

供給する、という目標を立ててもそのための人が
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いない建物がない設備がない薬がないとできませ

ん。目標を立てて他に何もしなければ目標倒れな

んです。

ただ、資源の利用の状況が非常に複雑で何をどう

動かせばいいのか、いろんなことをいっぱいしな

くてはいけない時に結果的に最終どうなっていれ

ばいいのですかということをみることができる。

最終的な目標達成の状況を、仕事の仕方や資源の

利用の状況を含めて最終的な状況の評価を一括す

るということを考えていく必要がある。あとでも

少し言いますけれども目標をどう定めるのか、そ

れをどのように評価するのか二つの論点があるわ

けです。両方ともかなり大事なことになってきま

すが、今日はどちらかというとどう目標を定める

かというのに関わる話を紹介させて頂こうと思い

ます。

業績評価とかよくご存じかと思いますけれど、こ

ういう三つくらいの要素があるんですね。一番大

きい目標があって最終的に物凄く具体的な指標が

ある。その間に指標を定めるための抽象的な目標

を幾つかの具体的な文章で示すように分けて記述

して、それを最終指標にするというような段階的

な階層的なものでできています。一番大事なのは

この抽象的目標をどう作るかで、それをどういう

形で指標にするのか、これでしたら例として的確

にタイムリーに治療を提供する。その具体的なも

のとして待機時間を短縮する。Xカ月以上の待機時

間のある患者数を出して状況をみる。実績評価の

意義、何故やるんだ手間ばかり増えるのではとい

う話もあるのですが、複雑な医療機構のアカウン

タビリティを高めるということで、医療が非常に

複雑な仕組みの一方で、非常に分かりにくいとい

うことがあるので実際何をやっているんですかと

いうところを市民というか社会の中で共有してい

くことが大事なんですね。

そこでアカウンタビリティをどう高めるのかとい

う問題がありまして、そういういうところの一つ

に分かりやすい評価をすることが大事。実際にこ

れを出すことで実績を高めることができる可能性

もあります。これは英語のままで申し訳ないです

けれど、複雑なアカウンタビリティ関係というこ

とで矢印がいっぱいありますけれど、実際にサー

ビスをやる組織があり、サービスにお金を出す組

織があり、専門職があって臨床職があって患者が

いて、患者というとサービスを受ける人だけれど

患者になっていない人を含め税金を払っている市

民がいる。それぞれがそれぞれのいろいろなアカ

ウンタビリティがあるとスミスさんたちが示して

いるんですけれど、こういう状況の中で例えば政

府がやっていることとか、それぞれ市民は何を説

明するわけではないですけれど市民に対していろ

いろ説明していくためにこの業績評価は大事にな

ります。

理屈のことを言いますと yardstick competition

という考え方がありまして、価格競争が働きにく

い状況で外在的に費用基準が定められると効率向

上が図られる。これはシュライファーという人物

が85年に出した論文なんですけれど、これはアメ

リカのメディケアという医療政策、病院というと

ころは非常に複雑ですので、効率化というのはな

かなか難しいそういう時に疾病単位、入院した経

過が大体同じようなグループでまとめてその基準

を外部が決めるということにした時にどういう効

果が生まれるのかこれは理論的な研究ですけれど

も考えたい。

そこでこの指標の話とちょっと似ているんですけ

れど、ここでは企業と書いていますが、病院も企

業ですので、企業が同じか、違いが正しく完全に

考慮されれば、均衡状態は効率的となると言われ

る。言うことができるんです。しかし実際にはそ

ういうことは無理なので、そういう意味では理屈

上はそうなんだけど yardstick competition、「比

較基準による競争」と訳しますけれど、こういう

ふうな考え方があってこれが一つの業績評価、考

え方の背景になっている。別の言い方をすると企

業などでよく使われるベンチマーク、いろんな指

標を使って比較するというような、それと同じよ

うなことが言えます。
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医療経済学の中ではこういうものと同じように色

んなインセンティブ契約の研究が進んでいまして、

当事者の情報に限定があるとして、例えばイギリ

スでいうと政府が市民に成り代わって病院と医療

の契約をする。病院が上手く医療サービスをして

くれるように政府あるいはそこの住民に責任を持

つ組織が丸ごと実際のサービスと契約をしてやっ

ていく必要がある。医療というのは非常に複雑で

情報が必ずしも簡単ではないということがあるの

で、お金を出す方の意図を上手く実現するような

ものをインセンティブ契約という。インセンティ

ブが上手くできていないと意図せざる帰結が生ま

れる。これはどういうことかというと、意図せざ

る帰結というのは社会学者のマートンが最初に出

したんですけれども、世の中でいろんな思いがあ

って事が進んだりするけれど、必ずしもその通り

に行くとは限りませんよ。そういうことがありま

すので、インセンティブを出せば上手くいくとい

うのではなくて、実際の状況と食い違っていると

インセンティブを作っても上手くいかないかもし

れない。

欧米では80年代からインセンティブとか業績評価

とかだいたいやりまして、最近はあまり議論して

いないというか終わっているという感じがしてい

ます。2000 年代前後で主要な文献がだいぶ出て、

これも2003 年に出たものを2009 年に言っている

んですけれど、インセンティブが無くても公表と

いうことに意味があると言っているんです。つま

り、公表することでそれに関する知識や理解が変

革を生んだり、場合によっては大きく何かが変わ

るということが起こって改善に結び付けることが

できる。これは悪いということで公表する場合は、

名指し効果と訳していますがnaming and shaming

という言い方をしまして、もう一つ表彰効果

naming and rewarding こちらの方で上手く行く場

合が結構ある気がします。  

一方で、イギリスのマネジメントの研究者は

shaming というか発表されてダメージを受けるよ

うな仕組みがないと人は変わらない。これは、イ

ングランドはそうかもしれないけれど、受け止め

に寄るんじゃないかと思うんですよね。日本で発

表されたときにもの凄く反発があって非常に興味

深く見ていたんですけれど、結局市民などがどう

考えるか、受け止めるかによって効果が変わって

くると思うので、どういう公表の仕方にするかも

大事だと思います。これをreported と言われてい

ます。他の分野ではブラック企業とかですね、名

前を出しますよということで一種の予防効果、法

令順守ができるかもしれない。

実績評価というのは、保険者とか都道府県という

以外にも、いろんなものに使える可能性があって、

地域所管組織ということでイギリスの NHS では、

日本と同じように地区割りをしているんですね。

地区割りをしているんですけれど、日本のような

一般行政ではないので医療に関係する NHS という

組織が独自に区分をしているのが所管組織、今は

CCD と言っているんですけれど、そういうところで

実績評価をする。病院という単位でも行う。医者

という単位でも例えば、アメリカの医療保険とか

できちんと診察している、慢性疾患などに対して

もちゃんと対応しているようであれば費用を支払

いますよという仕組み。Pay-for-Performance と言

います PFP とか略しますけれど、今回は都道府県

が中心になって細かいことより全体的な背景をも

う少し話させていただきますけれど、先ほど80年

代の頃の話をしましたようにイギリスの改革があ

り、これと同じような時期にアメリカでも似たよ

うな議論がありました。この時に、新行政管理new 

public management という考え方がありまして、国

家が自ら実施する事よりも、望ましい結果をもた

らすことを狙って操舵することが重要。直接ボー

トを漕ぐのではなくて、ボートを漕いでいる人に

指令を出す。そういうようなイメージで作られて

んですけれども、そうすると目標をどう実現して

いるか見る必要がある。そのためには評価をする

仕組みを作らなくてはいけないということで実績

評価ということが作られました。

もう一つこれは考えたほうが良いのではないかと

思うのが、医療の社会的目標への議論というもの

です。この数十年間で進んできていると思います。
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医療従事者の方々、非常に重要な仕事をされてい

るんだけれど神様ではないというか、失敗もする

し悪いこともあるしということがあります。多く

の方が真剣にやられているんですが、中には事故

とか過誤とか安全という問題があるという事がわ

かってきて、政府と供給者だけでなくて社会的に

評価できる仕組みを作っていく必要がありますね

という議論も出てきています。行政改革と言いま

しょうか、そういうような見方、流れの中ででき

た部分と医療を社会的な文脈の中で位置付けて議

論するという二つの流れでできています。イギリ

スなどでは、新行政管理の下で医療の場合は、以

前は中央政府から地方行政組織そして医療供給組

織と完全な上下の組織だったんです。それが分離

モデルということで、中央政府から地方行政組織、

ここは上から下に行くわけですが、ここは一方通

行でなくて、契約というかそれぞれが主体性をも

ってやっている形ですね。これはどう契約するか

というのは中央政府が管理しているんですけれど、

ここで一つ一つに業績があり、そこでパフォーマ

ンスということに対しての評価が広がったという

のはあります。

いくつかの例を示したいんですけれど、例えばこ

れは当時イギリスで2000年ブレア首相の頃だと思

いますが、待機期間問題というのが非常に大きか

ったんですね。この表は各部門で、各月ごとに 3

カ月以上とかいった形で、手術の待機人数がどの

くらいいるかというのをだいたい4、3カ月に 1回

という形で出して示していくというのが行われる

ようになりました。こういう形でいろいろ示すこ

とで、待機期間がこの辺り延びて来ていたんです

けれど、2000 年頃から減るようになってきたとい

うような状況です。ブレアさんの頃にはイギリス

の医療費というのは予算で決まっているので国が

決めるのですが、その時に少なくともヨーロッパ

並みには増やさなくてはいけないと決めまして、

かなり医療費に関するお金を増やしてかなり手厚

くしたからこそできたとは思うんですけれど、そ

ういうふうにやっていることの評価をわかりやす

くしています。評価というのはいろいろあって、

例えば先ほどの地域組織、これは病院の話ですけ

れど、病院の組織で苦情処理をどのくらいのスピ

ードで対応していますかというものをこうやって

指標化してみたり、これは別の例でスウェーデン

の例で業績評価というのは行政の枠組みで医療を

やっている税金によって医療をやっている国で発

達していっているんです。

スウェーデンでは、地域ごとで医療センターへの

信頼度でインセンティブをしようとしたりしてい

ます。健康の問題では回避可能だったかもしれな

い、治療がきちんとなされていたら死亡に至らず

済んでいたようなケースがどうなっているのか、

というのを自治体間で比較しているんですね。こ

ういうデータ化というのは世界的に進んできてい

まして、その中には診療過程の変化というものも

あるわけです。この表は白内障の手術というもの

で、昔は入院が必要だったんですけれど、今はほ

とんど外来で手術してしまうような、カナダなど

99％近くすぐ帰られていますけれど、オーストラ

リアやハンガリーは入院が必要でポーランドでは

3割しか日帰りではやっていないということで、こ

ういうレベルでも指標ということは取っていくこ

とができる。

さて、ここで今日の主題にやっと移ります。結局、

目標とは政治的に決まるということです。政治的

というのは、それぞれの国のなかでの民主制の手

続きによって決める、独裁政治のところだと独裁

的に決まってしまうけれど、民主国家の場合は民

主的手続きで決まる。結局、どういう内容を入れ

るかはその社会の価値判断によりますが、だいた

いこういうものが入っていますね、とヨーロッパ

などのいろんな国を見てまとめたのがこちらです。

ひとつが健康、それから応答性、財政上の保護、

最後に生産性とこういうものが大体多い。いくつ

かの枠組みを提案したものをご紹介したいと思い

ます。まず世界保健機関が2000 年にやって物議を

出したレポートというのがあるんです。これは世

界の医療機関をランキングするというもので日本

はかなり高いところなんですけれど、ランキング

するのには調査などがいい加減じゃないのか？と
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いう国際的議論が巻き起こったレポートでもある

んです。ここに 3 つ挙げていますが、健康状態の

改善には平均的な改善と同時に、不均等の改善と

いうことで健康格差を減らすこと。敏応性といっ

て先ほどの応答性と同じ中味で人々の期待に応え

るような医療であること。公正な拠出は誰がどう

支払うかということでの公正な拠出。こういうも

のを最終的に実現するためにいろいろな仕組みを

作って政府が考えたり保険の仕組みを考えたりし

ていく必要があったりします。

この 3 つでやっていこうという背景には、世界保

健機関がいう健康権。これは国際人権条約にも言

われているんですけれど、こういう考え方を具体

化するという発想もあります。同じような概念で

すけれど普遍主義的医療給付というものがあって、

ご存知かもわからないけれど universal health 

coverage という考え方があって、アクセスの衡

平とか金銭上の困難に利用者が陥らないようにす

るとかです。もう一つ、別の例ですが、アメリカ

の医療の質委員会というものがあって、先ほどの

医療過誤の問題とかで医療とは一体何だというこ

とを改めて考えましょうというものです。IOM とい

う組織がやっていて、これは割と有名な学術研究

者が集まって議論する、政府機関というわけでは

ないんですが、非常に権威のある組織でこのレポ

ートはそこが出しているんですけれど、そこで 6

つ重要な点があるんじゃないのかということで、

これはまた別のまとめ方なんですけれど、安全・

有効・患者中心・タイムリー、そして効率と衡平

ということで効率は先ほど言った生産性というこ

とに関係していますけれど、衡平というのは誰で

もサービスの質に異なることがあってはならない

ということです。

OECD は医療の質プロジェクトというものを 2000

年代の初めにやりまして健康のことを決めるのに

は医療のことだけでなく、社会的なことも関係し

ている。質とアクセスと費用、支出これを掛け合

わせると効率のような話になるんですが、こうい

うものと衡平を繋げるという話です。だいたい質

とアクセスと費用というものそれから衡平という

ものにしましょうと、ここには先ほど言った応答

性とか患者の要望に応えるとか患者中心というも

のをどう考えるか、質の問題として考えるのかと

いうことはある一方で、こういう考え方もある。

最近、せっかくなのでイギリスの NHS はどういう

考え方をしているのかといろいろ見ていたんです

けれど、だいたい 5 つの領域で目標を立てましょ

うと、一つ目は避けうる死亡を防ぐということで、

これは先ほど言ったように日本ではあまり統計が

整備されていませんが、ヨーロッパでは大事にさ

れています。避けうる死亡とは何かというと、か

なりきちんと治療を受けていれば死ぬことはない

わけです。ところが中断したり処方が足りなかっ

たりすると酷くなって亡くなってしまう人がいる

ということで、医療の一つの状況を示す指標と考

えればいいのではないかと思います。避けうる死

avoidable death あるいは未熟な死と訳しますけ

れど、そういうふうなものを防ぐ、長期に患う人々

のクオリティーオブライフの向上や病や外傷から

回復することを助けること、人々がケアについて

よい経験をすることを保証すること、これが先ほ

ど言ったresponsiveness 応答といったことです。

そして安全、これは結構大事なところであえて、

これを書いているのはイギリスでは医者による大

変な問題があった。過去15年くらいでいくつかあ

りまして、ある意味、医療に対する不信もあるん

です。だから安全の問題も改めて重視する。そし

て、それぞれの領域ごとに指標をいろいろ作って

います。1の領域だと死亡率だとかいろいろ作って
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いて、各領域で定期的に集めてちょっと細かくて

読めないと思いますが、4番目のケアの領域であれ

ば一般総合医へのアクセスはどうかとか時間アク

セスはどうかとか細かいことが書いてあります。

こういうものを決めて適宜発表する。だいたい四

半期に 1 回行っております。例えばこれは救急の

ところでの経験がどうなっているのかということ

を各病院の部門ごとにして一番良いほうから5つ、

悪いものも 5 つここに書かれると良いほうも悪い

ほうも目立つということです。これ以外にもデー

タがありますけれどこういう形で公表していく。

イギリスの場合、支払いはインセンティブという

ことには直接結びついてない場合が多いように思

います。地域単位でみた場合にhip fracture のこ

とで、予防的な健康教育も含めてイギリスの場合

は大腿骨骨折の状況を地域単位でみるということ

もやっています。それが良いところ悪いところを

出すということです。最近の NHS の 5 つの評価な

どはかなり包括的に評価できるものだなと思いま

すけれど、大枠組みをしっかり作るということが

実績評価では大事ですし、もともとそういうこと

で言えば、例えば日本の医療でいえば日本の医療

の仕組みで、「実際重視する点は何なのか？」「何

が目標なのか」ということをもう一回考える必要

がある。実績評価をするにはまずここから指標を

作っていく必要がある。中には二番目にも書きま

したが、統計の問題というものがあって統計その

ものができていなかったという話ですけれども、

データを取る段階から処理する段階まで信頼がで

きるのかとか解釈をどういう点を注意しなくては

いけないかとかいうことを含めて理解していく必

要がある。そしてそこには書いていませんがメデ

ィア報道の仕方を含めて考えなくてはいけないと

思います。

これはスミスさんがこういうことをいっています

が、特に大事だなと思うのが日本の場合は国際比

較というものがすぐできるかどうかわからないの

で難しいなというところがあるんですけれど、三

つ目の点が結構大事だなと思っています。重要だ

が測定しにくい分野を含めるという話で、例えば

非常に困難を持っている人が医療を利用できてい

るかとか、今でいうと性的マイノリティとか障害

を持っている人とか他の人に比べて相対的にアク

セスしにくい人がどうなのかとかそういうことを

含めてきっちり評価することが重要です。

最後、時間になりましたので今のような話を踏ま

えますと、日本の医療政策はどうなんだろうと、

日本の医療機構は総合的に実績評価しようと思う

となかなか難しいというのがあるんですね。例え

ば、都道府県でとりあえず評価することはできる

んですが、それをどう反映させるかということに

結び付ける仕組みが最近までなかったわけです。

地域医療構想の話も、基本的には病室をどう減ら

すのかという話になっていて、その地域の医療を

どう良くしていくのかというのは各地域で状況が

かなり違うというところがあります。

ですから実績評価を地域単位でやっていく、改善

に結び付けるような仕組みを考える必要がある。

保険者の話でも、単純に比較をしにくい状況があ

ったので、各協会けんぽなどの形の中で比較をし

ていくということが進んでいると思うんですけれ

ど、将来的に現に存在している制度の壁のような

ものを超えて上手く比較できるような、あるいは

同一の条件でやれるような仕組みを考える必要が

ある。インセンティブ導入については冒頭でいく

つか紹介しましたけれど、日本の場合は実績評価

が前面というよりはインセンティブが前面に出て

いるんですね。

それは実績評価の一般的では必ずしもないところ

があって、先ほど言いましたようにレポーティン

グ公表すること自体に意味があるという考え方が

あって、必ずしもインセンティブと結びつかなく

てもなぜそうなのか、上手く行ったとしたら何故

うまくいったのかを他に伝える。上手くいかない

問題があったとしたらそれを公開して改善してい

く。そういう点も含めて考えていく必要がありま

す。

日本の場合、特にできるところからやっている感
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じがあって、そうなるとジェネリックとか分かり

やすそうなところから入っているんですけれども

う少しゆっくり構えて考えていく必要があるんじ

ゃないのか、そういう意味では概念的枠組み自体

が包括的とは言い難い状況がありまして、中長期

的に医療機構の包括的な実績評価の枠組みを形成

していくことを考えるべき。先ほどの 5 つの枠組

みも参考になりますし、そういうものを踏まえな

がら考えていくことが大事だと思います。

ご清聴ありがとうございました。

*****  休憩  *****

長友

それでは時間になりましたので、山﨑さんから「障

害者福祉をめぐる政策動向から評価のあり方を考

える」ということでお願いします。

山﨑

皆さんこんにちは。日本障害者センターの山﨑と

申します。今日はよろしくお願いします。

私が依頼を受けたのがつい先日ですので、なかな

かどこまで細かくお話しできるか分からないんで

すけれど、まず頂いたお題ということで障害者福

祉をめぐる政策動向これをまずおさえて、そこか

らどういうふうに評価をしていけばいいのかとい

うところで、細かい評価基準とかの話まではいか

ないんですけれど、「誰がどういう視点で評価をし

ていく必要性があるのか」ということを最終的に

お話したいと思います。

では始めさせていただきます。まずみなさんご存

知で釈迦に説法の世界になると思うんですけれど

も、現在、社会保障制度改革非常に速い動きでど

んどん改悪が進んでいます。そもそもは1990 年代

の社会保障構造改革ぐらいからの流れから始まっ

ていますけれども、一度ここで民主党政権に政権

が変わったこともあって、一旦この流れが止まり

ましたが、2012 年の社会保障改革推進法等々が進

められて以降どんどん社会保障の自己負担の増か

ら抑制の流れがあると思っています。

90 年代の改革の時には単に社会福祉事業の指標化

と支出抑制という二つの要素が狙われていたのが

第二次安倍政権以降、若干支出抑制の流れと経済

成長の流れというのが分かれていると思っていま

す。どういうことかというと税と社会保障の一体

改革というのは抑制の流れです。

ところが、再興戦略の中で公共サービスを新たな

成長のエンジンへというふうに2013年に書かれて

以降、「骨太の方針2015」の中にもこれが反映され

て、こちらの経済成長ラインが出てきている。こ

れが「地域共生社会」という枠の中で徐々に出現

してきて今、全世代型社会保障に至っている。こ

の流れは何かというとこの12年以降の流れという

のは、全部社会保障の一体改革でしたけれども、

全世代型社会保障がこの辺り、18年の2050 経済社

会構造部会ですとか18年10月の2040の改革本部

この頃になると、もう社会保障というよりは経済

成長の方針として明確に切り替わってきていると

いうふうに考えています。

今あるのが全世代型社会保障ですけれども、こち

らの細かいものについては、今日は時間がないの

でお話しできませんが、ここで言われているのが

給付の削減と負担増とリバランス。これはどうい

うことかというと、当然、支出抑制の流れになっ

た時に給付自体そんなに出さないよと自己負担も

上げますよという路線。介護保険今回は見送られ

ましたけれど、２割の階層拡大等々で、おそらく

最終的には原則 2 割化というものを狙っています

けれども、そういったことを進めていくと当然制

度から除外されていく人達が多く出てきます。な
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ぜならお金、利用料を払えなかったら使えないわ

けですから、そうやって給付が抑制される。

例えば、今であれば要支援者の介護、介助という

のは地域支援事業の方へ移っていますよね。これ

は地域の財政事情によってどれだけサービスが使

えるか分からなくなるわけですから当然必要なサ

ービスであってもサービスがない。もしくはお金

が払えない、当然支援を受けられない人たちが出

てくる危険性が高い。国もそういった人たちをサ

ポートするためにリバランス。これはどういうこ

とかというと今まで支えられてきた高齢者や女性

たちを支え手にするんだ、という。つまり、安上

がりの労働力もしくはボランティアとして活用し

て地域住民の助け合い等によって、こういった給

付の削減や負担増によって支援を受けられない人

たちの受け皿を作っていこう、これが全世代型社

会保障がたどる道筋じゃないかというふうに思っ

ています。

これが全体の状況ですから、これからの社会保障

はどんどん厳しくなっていくと考えられます。た

だ、障害福祉に関してみると、まずサービスに関

しては、2012 年に障害者総合支援法ができて2016

年に3年目を目途とした見直しが行われて2017年

に地域包括ケア強化法が作られた中で総合支援法

が改正されてきました。ここに書いてあるんです

けれども、例えば12年の総合支援法の創設時にあ

たっては、難病を持つ人でも対象になるとか、重

度訪問介護の対象が拡大する。3年目の見直しの時

には、自立生活援助ですとか就労定着支援、あと

は高額障害福祉サービス等給付の拡充。これはど

ういうことかというと、65 歳を超えて介護保険に

移行した人で 5 年間に渡って障害福祉のホームヘ

ルプかデイかショートステイの支給決定を受けて

いた。支援区分 2 以上、非課税世帯または生活保

護受給者という、いくつかの要件をクリアしてい

る場合には介護保険サービスのホームヘルプ、デ

イサービス、ショートステイの 1 割負担が償還で

返却されるような制度も作られてきています。

そういう意味では、今の社会保障の見直し、改革

とは違って障害福祉サービスとして拡充している

部分があります。

次にデータでみてみますと給付費、国庫支出金の

推移、介護保険と障害福祉で比べてみると上の赤

いラインが介護保険です。下の青いラインが障害

福祉です。当初は介護保険でしたら1兆 6000 億近

くあった。ところがその頃、2008 年度で比べると

障害福祉というのは8000 億程度だったんです。こ

れが今、かなり近づいてきています。介護保険が2

兆 4000 億に対して 1 兆 9000 億くらいまで障害福

祉の方は予算と支出、給付費、国の支出としては

伸びてきています。次に月平均利用者数の推移。

これは明らかに違うんですけれども介護保険は 2、

300 万単位です。ただ、障害福祉こちらは今では

83 万人程度ですが、2008 年度の時には 50 万人い

たんです。実質 1.5 倍から 2 倍近く伸びてきてい

るところは非常に特徴的で、そういう意味でも障

害福祉の方は拡充をしてきている。

ただ一方で、介護保険の場合、2014 年度から微妙

に減ってきている。そういう意味では受給抑制で

すとか地域密着型サービスに移行させられている

ことによって、対象から外れている人たちが増え

てきているという意味で介護保険と障害福祉には

明らかに違いが出てきていることが分かります。

最後に、一人当たり給付費ですけれども、介護保

険の方ですと 2012 年度か 13 年度くらいから多少

の増減はありますけれどもほぼ一定となってきた。

障害福祉のほうが確実に上がってきているんです
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ね。データだけ見ると介護保険と比べた場合、障

害福祉施策というものは拡充しているということ

が言えます。

ではなぜこういう形で拡充してきているのかは、

基本的に障害者自立支援法ができて負担に対する

訴訟問題が起きました。自立支援訴訟と言います

けれど、原告が勝って国と基本合意を結んだ、国

に謝罪をさせた。そういった運動の力が一つあっ

たと思います。さらに、2014 年障害者権利条約に

批准しました。これも非常に大きなポイントだっ

たと思います。実はこの前のところで、障害者総

合支援法ですとか障害者基本法の改定とか差別解

消法というのは、権利条約に批准をする前に作ら

れているんですけれども、どうしてこの時期に起

こったか。基本合意をしてからまず権利条約に批

准してからこういった制度、法律を作るのではな

くて体制を整えてから批准をしようと、批准をし

て締約国になった時には障害者権利条約が求める

最低限の部分はクリアしている段階で日本は批准

をするんだということを運動団体などが、かなり

国に求めている結果としてこの権利条約に結び付

いていて、この二つの成果というのは今の介護保

険と障害福祉制度の違いを生んでいる要因だとい

うふうに私は考えています。

ただ、データだけでみると、実はわからない部分

があって国内データだけですし。OECD の障害者へ

の公的支出対 GDP 比ですが、キャッシュベースの

ものなんですけれど日本は下から数えて 4 番目で

す。平均が 1.5 ですが日本の場合は 0.6 です。何

が言えるかというと確かに数字的にみてもサービ

ス的にみても、障害福祉というのはあえて介護保

険と比較をすればよくはなる。しかし、世界水準

でみた場合、まだまだ低いレベルになる。ただ一

つ気にしなければいけないのが、通常、国際的に

は介護保険と障害福祉は分かれていません。みん

な障害者です。だからそれを考えれば実質 2 倍の

規模があるといっても、それでもOECD の平均には

届かない。それだけまだまだ日本、GDP でいえば世

界的に上位に入る国にもかかわらず、障害福祉施

策に関する費用というものはほぼ出されていない

ということがわかります。

これを背景にして、現場では具体的にどういう問

題が起きているのかということを紹介させていた

だきます。

ひとつはロングショートといわれる問題です。シ

ョートステイを30日以上、90日など利用している

実態があります。どうしてこういうことが起きる

かというと、今の障害者、特に知的障害の場合は

親御さんが面倒を見ています。ただし、親御さん

が高齢化をして自分たちでケアができなくなって

くる。自分たちでケアしないと政府の枠組みだけ

では全く足りません。あとは入院をしてしまう。

亡くなってしまう。じゃあ誰が看るんですか？と

いった時に看る人がいないわけです。

では、施設入所ができるんですか？というとほぼ

不可能です。仕方がないのでショートステイを使

わざるを得ないんですね。これはショートステイ

の連続利用の部分を厚労省は問題にしていますけ

れど、実はショートステイも結構いっぱいなので、

今日は A 事業所のショートステイに行きます、明

日は B 事業所のショートステイです、という形で

実質的に次々にいろんな事業所のショートステイ

をグルグル回っていっている状況が生まれていま

す。

そして、二点目としては介護保険優先原則問題と

いうものがあって、障害者が65歳になると介護保

険に移行しなければならない。そうすると 1 割負

担が出てくる。他にも時間がないのでこれくらい

にしておきますが、一番象徴的だったのが 2 年前

の公的機関における障害者雇用水増し問題という

ものがあります。国が障害者雇用率を定めている

わけですけれども、実は国の機関、都道府県も市

町村もですけれど、雇っていない本来対象じゃな

い人もカウントしていた。「2.5％は雇っています

よ」「法定を満たしていますよ」というのが実は

1.17％だったという問題が起きました。

これは何かというと、公の機関そのものが障害者

差別をしていたということが明確になった事件で
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す。今はこの雇用率を達成するということで、国

は早急に障害者を雇っていて 2019 年 8 月 28 日進

捗状況が発表されたんです。今、3444 人ほど雇い

ましたと、このうち非常勤が2484 人です。雇った

といっても非常勤です。しかも、この非常勤の中

にはチャレンジ雇用の方が含まれています。チャ

レンジ雇用ですから3年いたら「ハイさようなら」

という人材もこの中には含まれているという状況

があって、障害福祉、数字だけを見るとある程度

拡充しているように見えるんですけれども、世界

的にみた場合、実際の現場の問題をみた場合まだ

まだ課題が多いというのが現状にあります。

そういった状況を考えた時に、こういった問題を

どう評価していったらいいのかという時に、私た

ちとしてはやはり障害者権利条約について、もう

一度目を向けるべきではないかと思っています。

これはこのあとお話される井口先生から社会権利

規約のお話があるかと思うんですけれど、障害者

権利条約は社会権利規約よりもプラスで作られて

いるものがあるんですね。例えば、33 条に国内に

おける実施及び監視というものがあるんですが、

これは実は1992年に国連で採択された政府から独

立した国内人権機関の設置しなさい、してくださ

いということが書かれているんです。

先ほど松田先生から、政策的な部分で評価が左右

されるという話もあって、実際に日本ではこの機

関というのは政府から独立せずに、内閣府の中に

ある障害者権利委員会というものが、この機関に

なっているんです。ですけれども、実際には内閣

府の中にあるために、政府の意向に沿った話しか

できていません。さっきいったようなロングショ

ートとかもろもろの問題というものはあんまり出

てこないんですね。

ただ、そうはいっても、やはり33条にあるように

政府から独立した監視機関のようなものを作って

いく必要性があるのではないかと。最後に書いて

あるんですけれども、障害者権利条約の中でもう

一つ特徴的だったことがあって、「私たちのことを

私たち抜きで決めないで」という言葉があるんで

す。要は当事者参加です。ここが３項に規定され

ているわけです。当事者たちが参加した多様な主

体で政府から独立した機関の中で日本における障

害福祉施策、介護保険も、私も一緒だと思ってい

ますが、そういったところをちゃんとチェックし

ていく必要性があるのではないかというのが一点

です。

二点目として、どういう視点に基づくのかという

ところが、障害者権利条約第35条第１項に基づき

締約国によって提出される、条約が指定する文書

に関する指針というところに記されています。ど

ういうことかというと、障害者権利条約に批准し

た国は２年後に政府報告というものを出さないと

いけないんです。その中でどういう視点で報告を

しないといけないのかということが書いてあるん

ですけれど、実は報告をするだけの問題じゃない

んだと国際的な義務を順守する。順守を確保する

手段としてだけでなくて、効果的な政策立案と条

約実現を目的とした人権保護の現状を評価する機

会としても、見なさなければならないとされてい

ます。

その時に何をするのかというと国際人権条約と調

和したような法律になっているのか、政策が取ら

れているのかこれが一つ。二点目として条約に定

められている権利について進捗状況を監視する。

要するにその国の人達の権利が確保されているの

かどうか、もちろん費用の効率性の問題ですとか

生産性の問題とか、そういったことも大事な部分

ではありますけれど、そうじゃなくて基本はその

人たちの暮らしがちゃんと維持されるのかどうか、

ここを焦点に置いてみなさいということがここで

は言われています。さらにその視点の中で問題点

と欠陥を明らかにすることが書かれている。この

辺りを私たちはもう一度考え直す必要があるので

はないか、今の政府における評価というのは財政

支出抑制、財政的にどうなのかというところ量的

にどうなのかというところしか政府報告の中では

書かれていません。

実際に私が先ほど言ったような現場で起きている

問題というものには、一切触れられていないとこ
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ろを考えると、そういった障害者権利条約の中で

掲げられている視点を活用しながらちゃんと日本

の施策、障害者施策、介護保険施策を再評価して

いく必要があるのではないかと思っています。実

は18条はこういうことがポイントです。こういっ

たところを評価していきなさいとそれぞれの条項

に対してガイドラインの中では、書かれているん

ですね。それを活用しながら、今日はお話しでき

ませんがこれからの施策をちゃんと見ていくとい

うことが必要になってくるのではないかと思いま

す。

以上で終わらせていただきます。ありがとうござ

いました。

長友

では続いて山﨑さんからもお話がありましたが国

際条約等々について人権の視点からということで、

神戸大学の井口さんからお願いします。

井口

こんにちは。神戸大学から来ました井口と言いま

す。よろしくお願いします。

私は普段、介護保険の研究をしているんですけれ

ど、今は介護保険以外に兵庫県では生存権裁判支

援の代表をやっていたり、いろいろ社会保障関連

の裁判にかかわることが多いものですから、そう

いったことをする中で政策評価をどうするのかと

いうことに関してメモ程度ですが話をしたいと思

います。

今日は長友先生の方から政策評価のあり方、特に

医療福祉分野におけるということでお題を頂いて

いるんですけれど、近年、安倍政権下で行われて

いる社会保障費抑制政策。この社会保障を抑制す

るということを一つの国策にしているわけです。

それを実現するためにいろんな手法がありますけ

れど国が自治体や各専門職の方やひいては社会保

障の権利主体であるべき市民の行動や状態を評価

して、もしくは一定の方向に誘導してお金を使っ

たり診療報酬や介護報酬いろいろありますが、そ

ういうことをしながら当事者方々の自由とか権利、

ニーズに枠をはめていこうとするそういう動向が

至る所で見られます。

例えば要介護認定率が自治体間で上がるか下がる

かとか、介護労働者への処遇改善加算とかいろい

ろ付けるわけです。基本的には政策的に選別をし、

要介護認定とか障害のある方へ手帳とか等級とか

で選別してその人の受けられるサービスを抑制す

る枠をはめるわけです。他にもいろいろあります

けれど、国策である社会保障費抑制の目標のため

に、いろんな専門職の人が全部評価され自治体も

評価され、場合によっては当事者の人ですらちゃ

んと健康予防に取り組んでいますかと、ポイント

制という話もでてきています。しかし、日本が民

主国家であるとすれば国が自治体を、自治体が専

門職や事業所を、自治体や専門職が地域住民を、

社会保障費抑制という国策に動員して評価し選別

し管理するんではなくて市民当事者が固有のニー

ズに基づいて行政や立法を監視し人権がきちんと

保障されているか評価して人々の生活や発達のた

めの諸条件の向上を実現する。こういったベクト

ルの方向に評価は向かっていかないといけない。

今日は限られた時間ですけれども、そういったこ

とを実現するためにどういった条件が必要かとい

うことと、いま日本で議論されている政策評価に

かかわることについていろいろ例を挙げながら議

論の題材を提供させていただきたいと思います。

松田先生のご報告でも指摘されていたように、ま
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ず評価をするときにどういう評価基準を設定する

かというのが大きな問題になってくると思うんで

すね。それはいろんなことが考えられるんですけ

れど、さしあたり戦後の日本というのは立憲国家

でありますから一つの評価基準とすべき事項は既

に憲法に記されているんですね。例えば様々な平

等とか社会保障の権利とかいろいろなものがあり

ます。そういったものが行政や立法が最低限順守

すべき法的な規範として明確に掲げられています。

ですから行政の政策の是非を問う場合の判断基準

は、まず憲法に書いてある人権の規定がクリアさ

れているのかということが当然ですが問われなく

てはいけなくなってくると思います。それに加え

て戦後、国連体制の社会システムの下で各国の政

府が順守しなければいけない規範としては国際条

約、いろんなものがありますがそこに掲げられて

いるような例えば医療福祉分野にかかわる規定が

あります。そういったものをちゃんとクリアする

というのが行政と立法の役割になってきます。

特に憲法98条の 2項は、国際条約の扱いを規定し

ておりまして、日本政府は憲法の理念にかなう国

際条約を批准して、要するに憲法に準ずる規範と

して扱う、そして国際条約は法律上の地位は国内

法よりも上になります。憲法とほぼ同格で国内法

よりも上になりますから、国際条約に反するよう

な国内法は改善していかないといけないというこ

とは国の義務として効力がでているわけです。そ

の中で特に医療福祉政策の評価にかかわるものと

して、先ほども障害のある方の権利条約の話がで

ましたけれども、他にもいろんなものがあるんで

すが、一応古典的な古いものとしては社会権規約

というものがあります。

1970 年代に、日本が批准した国連の国際人権規約

の社会権規約というものがあります。ここで特に

医療福祉に関することとしては、12条に健康権と

いうものが掲げられておりまして、そこに国際人

権規約の健康権という条項があるんですけれども、

それが具体的にどういう中味を示しているのかと

いう文書として一般的意見というものが2000年に

作られているんです。これがかなり健康というこ

とをどういうようにして捉えて、国にはどういう

義務があるのか、かなり詳細に示した文書があり

健康権自体はレジュメの1頁目なんですけれども、

人々が到達可能な最高水準の身体および精神の健

康を実現させることを目標として、詳しい話を今

日はできませんが、到達可能な最高水準の健康の

実現のために必要なあらゆる設備、機器、サービ

ス、条件、教育及び情報を享受する権利と大枠で

は国連の方で理解されています。これについて、

社会権規約の下での具体的な取扱説明書のように、

この一般的意見第14というものがあって、ここに

かなり国際人権規約に批准した各国が健康という

ことに関してどういうことをやらなければいけな

いのか、ということがかなり具体的に書いてあり

ます。

これは日弁連のHPがあって、そこに和訳が載って

いますので後で関心のある方は見ていただきたい

と思います。例示しますと、2頁目のところに書い

てありますが、健康権は国家に対して非常に多く

の義務を課して、面白いのが国家はこういったこ

とをやってはいけませんよという違反事例も書い

てあるんです。例えば、いくつか重要なものを抜

き出したのですが、こういった条約を批准しまし

たからこの条約の健康権を実現するために国は措

置を即時的に取らなければいけないとか、人々の

健康権を尊重する義務、適切な保護を与える義務、

充足する義務こういったことが医療福祉サービス

の供給量とかアクセスの問題とかに関わってくる

と思いますね。

また、健康権の到達、最高水準の健康を実現する

ために立法とか行政、予算の財政問題や司法、そ

ういったものの措置をちゃんと保証しなくてはい

けない。あとは、健康権に対して取られる後退的

措置は禁止ですよというもの。要するに一度作っ

た制度を意図的に政策的に今まで使えたものを使

えなくする、こういったことは完璧に違反になっ

てくるんです。その他、あらゆる差別、人種とか

皮膚の色とか政治的な意見とか財産などの経済状

況とか、もしくは障害の有無、健康状態そういっ

たものに応じてその人が医療福祉サービスにアク
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セスすることを差別、阻害したりすることはいけ

ませんし、国家とか行政が人々の避けられる死亡

とか健康悪化をもたらす行為を禁止しています。

こういったことが一般的意見第14の中に出てきま

す。

先ほどの松田先生のご報告の中でも、ヨーロッパ

の方でかなり避けられる死というものがキーワー

ドになってデータもありましたが、詳細は分かり

ませんが、たぶん元はこれではないかなと思いま

す。少なくとも健康権の中ではこれはやってはい

けませんよと書いてありますので国ごとにデータ

を取っているかもしれません。他にもいろいろあ

るんですけれど、こういったことと照らし合わせ

ると日本は今、財政抑制を目標として、それに合

わせていろんな社会保障のサービスを制限して自

己負担を増やして制度を後退させる。こんなこと

をやるということは、国際人権規約の健康権の規

定からするとかなり違反になるところが大部分だ

と思うんですね。

お金が無いからそれに基づいてサービスを減らそ

うというのではなくて、サービスをきちんと健康

権の水準を満たすように設定するために、例えば

大企業などは今、史上最高の利益を上げているわ

けでそういったところから税金を取れば、やらな

くていい社会保障抑制があるわけですのでそうい

うふうにしなければいけない。そして介護サービ

スを受けたり障害福祉サービスを受ける場合も日

本は等級化をしてサービスを受けるように枠をは

めていきますが、こういったことは諸外国の制度

を見ていると日本よりもっと緩やかなわけですけ

れど日本はもの凄く厳しいわけです。

健康状態によって受けられるサービスを制限した

り選別したりというのは、国際人権規約の健康権

にひっかかってきますし、当然、障害のある方の

権利条約にもひっかかってくる。そういったこと

もありますが、評価基準としては国際的に追及さ

れている人民がどういう状態が望ましいのかとい

う人権規定があります。そういったものをベース

にしながら実際の当事者にとっての実態とか声を

聞きながら、それが本当に国内で実現されている

のか、ということを特に当事者の人達の参加とい

うことを中心にしながら検討していくということ

が評価をしていく上で大事なことかなと思います。

その他、評価をする主体、もしくはシステムをど

ういうふうにして構築するのかということなんで

すけれども、これもいろいろなことが考えられま

すが、今は少し端折ります。特に念頭に置いてお

かなくてはいけないのが国連の動きではないだろ

うかという気がするんですね。

どういうことかと言いますと 3 頁の方へ飛ぶんで

すけれど、政策評価をするという場合に考えられ

る手法としては、地域とか自治体ごとに何らかの

評価機構を設けてそれによって、もしくは国のレ

ベルで評価機構を設けてそこに当事者や専門家な

どが集ってやられている政策を何らかの指標に基

づいて評価追及するのが政策評価だと思うんです

ね。ただ、よくよく考えてみたら行政とか立法も

行う医療福祉政策ですが、評価する機構としては

一番ベーシックなのは司法じゃないですか。

要するに社会保障裁判で国や行政が行う政策が不

十分であったり、人権侵害しているという場合に

きちんと評価して改善させる最も効力のある行為

は裁判ですね。そういう意味では戦後の日本にお

いて一つ政策評価の役割を果たしてきた仕組みは

社会保障裁判。代表的なものは朝日訴訟と言われ

ていますが、そういった中で社会保障を改善させ

ていくということをやってきたわけですね、

ですので立憲体制において本来、行政による施策

や議会における立法が憲法上の人権規定にそぐわ

ない場合は司法がそれを評価して変えさせるとい

う機能もやってきました。ですが、日本が悲しい

ことに東西冷戦の戦後体制の中で社会保障裁判の

場合、憲法が骨抜きにされてきたんですね。ご存

知の方も多いかと思いますが生活保護の基準を争

う裁判などではプログラム既定説とか行政裁量説

とかで実際の裁判所は社会保障の水準に対して判

断をしないというのが通説化しています。そうい
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う意味では日本は今、司法が機能不全になってい

るのでそこをどういうふうにしていくのか政策評

価を実現していくのかということが課題になって

います。

そういう状況はあるんですけれども、いま日本で

具体的にどういうふうな政策評価が組織を作って

いるかということなんですけれど、先ほど山﨑さ

んのお話の中にもあったんですが国内人権機関を

作ろうという動きがいま日本で起きているんです

ね。例えば行政の政策でいろんな権利を侵害され

て人達がいるわけですけれど、今の日本では、そ

れを是正しようとすると裁判とか不服申し立てく

らいしか手段がないんです。しかし、国連は様々

な国際条約に加盟した国に対して裁判は費用も時

間もかかりますので、それも一つの手法なのだけ

れども、国内人権機関という政府から独立した機

関を作って、様々な行政の行為を評価して改善の

勧告を出したりということをやりなさいというこ

とを言っています。

今、日弁連の方でも国内人権機関を作ろうという

論調が高まっていて去年もシンポジウムがあった

んですけれど、そこでも言われていますね。政策

評価をするとなってきた時に、政府から独立した

国内人権機関みたいなところは当事者の人達の参

加と科学的なデータなども集めながら様々な政策

の評価をしていくという可能性はあるのかなとい

う気がします。それに加えて国連の方では様々な

国際条約に批准した国に個人通報制度というもの

があるんですけれども、これは個人が政府の政策

によって人権が侵害されたときに国連に直接申し

立てができるようにするんです。そうすると国連

が個別の事例を精査して各国の政府に改善の勧告

を出したりそういう制度があって、これも言って

みれば一つの政策評価と言いますか現在の政策を

評価して改善するための一つの手段だと思います。

いろんなものがあるんですけれども、そういった

ものを重層的に重ねながら政策を評価していく、

それを先ほどの松田先生のお話でもあったように

実行力が実際に現状を変えなくては意味がないの

で、変えさせるための手段としては国連が日本の

社会保障の抑制とかそういったものに勧告を出し

てプレッシャーをかけていますから、そういった

ものと同調しながら実際に政策評価をする仕組み

を国連の動向をみながら国内で作っていく必要が

あるのかなと思います。とりあえずここで終わら

せていただきます。

長友

ありがとうございました。では続いて、今度は具

体的に地域レベルで自治体等のレベルで政策動向

を踏まえて評価をどう考えるかということで本学

の教員の武田さんの方からお願いします。

武田

三重短期大学の武田です。よろしくお願いします。

近年の地域の医療・介護をめぐる政策動向からと

いうテーマを頂いたので評価というところではな

くて評価を受けるためにさせられている政策を、

「地域レベルで見たらどうなのか」ということに

焦点を置いているのかなと完成してからそう考え

ていたところになるわけなんですけれど医療と介

護ということで医療だけ介護だけというよりは話

をどうやって繋げようかと考えるとやっぱりどう

しても地域包括ケアシステムを進めていく中で地

域の中で進められている政策がどういうものなの

かというところを少しまとめて、三重県で起こっ

ていることを少し整理させてもらいました。

医療に関していえば松田先生のご講演があったよ

うに、病院の機能を大きく４つに分けて病床の再

編を進めるということ。私がもともと病院のワー

カーをしていた時には、回復期の方に関心があっ

たんですけれども、回復期のリハの病棟では、全

体的な流れは皆さんご存知だと思うんですけれど

も高度急性期、急性期を減らして回復期、慢性期

に関しては一定数の数を確保して場合によれば必

要な分は介護保険に流すような形で再編をしよう

ということになっているわけです。これが全体的
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に行われていて三重県の段階ではどうなっている

かというと三重県全体の二次医療圏と地域医療構

想における構想区域というのはこういうような南

北に縦に長い形になっていて、明らかにみていた

だくと一番問題になってくるのは、津はここにな

るんですけれど、ここら辺というような地域にな

ってくるわけです。

こういった枠組みの中で、それぞれが健闘してい

るという実態がある中で具体的に今の三重県の病

床の状況はどうなのかというと現状はこういう形

で整理をされている。先ほど言ったように全国的

にもそうですけれども三重県においてもやはりど

うしてもここの急性期の部分をいかに回復期、慢

性期という形に減らしていくかということが課題

だというふうにされているわけです。結果どうし

たいかというと病院の報告とここに載せているの

は 17 年の報告とその報告に際して 23 年にはどう

ありたいかという病院の願望というか、それぞれ

の病院が医療機関ごとに自分のところの地域を報

告するという仕組みになっているわけですけれど

も、一方で地域医療構想の中では2025 年の県内の

それぞれの区域ごとの病床数というものを決めて

いるわけですからこの数字から見ていただくと明

らかに病床が減らされるということになるという

わけなんです。一部は介護保険施設、介護医療院

等に転換することで医療保険のメンバーから抜け

て介護保険に移行する形でそれぞれの医療負担が

生き延びようとそういう目標があるわけですけれ

ども、ただどこを見ていただいたとしても急性期

はなかなか減らない。

一方で、回復期もなかなか減らない 17-23 という

のは病院がうちはこうありたいということを好き

勝手というわけではないですけれども言っている

わけですから、それぞれの医療機関の利害もあっ

てなかなかそれぞれの定義、全体で必要数とされ

ている地域医療構想の中で示されている以上には

減らない。そもそも地域医療構想で決めた必要数

が果たしてその地域で賄えるだけの数に収まって

いるのかというと、そうではなくてどうしても必

要な地域で医療の提供が滞る可能性は残っている

んですよね。評価という点でいうとこの必要数に

いかに近づけるかということが評価の目標になっ

ているわけですよね。

他方で、評価の目標に近づけることによって何が

生み出されるかというと明らかにベッド難民とい

うように地域の暮らしている住民の立場から考え

ると不利益を被る可能性があるわけなんですよね。

政策の評価として位置付けられている政策目標も

しくは政策評価の評価内容というのが政治的に決

定されるのであればやはり結果、不利益を被る住

民が存在するということに立ち戻った評価に修正

しないといけないんだろうかなというところなん

ですよね。

今日の松田先生の話にあった奈良とか埼玉という

ように、独自に考えて構想を立てるというわけで

はなく国の言っている通りにそのまま進めている

状況かな、と。このままいくと先ほど地図でみて

いただいた東紀州とか伊勢志摩といったような地

域の中で本当に必要な医療、急性期が確保できる

のかということと、回復期の医療が確保できるか

という課題がまだ残っている。一方で病院のベッ

ド数減って在宅を中心に医療を提供するというこ

とを仮に進めたとしても、今の現状、三重県内に

おいて在宅医療を担う医療機関、これ県が出して

いるのは対象にしているのは在宅療養支援病院、

在宅療養支援診療所にしているのでそういった指

定を取っていない病院や診療所で訪問診療をして

いるところもありますけれども一応在宅療養を謳

ってきちんと基準を取っていることを前提でまと
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めるとやっぱり数を見ていただくと人口の集中し

ているところに多くなります。

先ほどからいっているような東紀州とか伊勢志摩

というようなところや、そもそも在宅医療を担う

医療機関がない地域もあるわけですよね。在宅医

療を担うとなるとやはり隣町から隣町というよう

な形で複数の町を跨いで訪問診療に行く、移動す

るというのは実際に無理、難しいですから、そう

となるとやっぱりそれぞれの地域にきちんと在宅

医療を担う医療機関が無ければ病床が減らされて

結果、いわゆるベッド難民というような形で自宅

に帰される、自宅に帰らされた後にその自宅での

療養を支える在宅医療を担う医療機関がこれだけ

しかないというような状況がある。

医療から福祉の話しにつなげると初めに言いまし

た。そうなってくるとこの中で地域包括ケアシス

テムを担っていくために、ベッド数が削減され病

院から帰されて自宅、在宅に戻ってかつ戻ったは

いいけれどその在宅を支える医療が乏しいまたそ

れに付随した生活支援をする仕組みが十分整わな

いといった中で重要になってくるのは地域の様々

な地域生活課題をいかに把握してそれに対する対

応策や政策を打ち出すかということが各自治体に

は求められています。そして、その役割を担うひ

とつが地域包括支援センターだろうといえます。

介護保険が保険者機能の強化推進交付金の項目の

中に地域包括支援センターの項目がありまして、

複数の個別事例から地域課題を明らかにし、これ

を解決するため政策を市町村に提言しているか？

という算定項目があります。点数はアとイに分か

れていてアが複数の個別事例から地域課題を明ら

かにし、これを解決するための政策を市町村に提

言している。それと複数の個別事例から地域課題

を明らかにしているが、解決するための政策を市

町村に提言してはいないという 2 つに分かれてい

て、アのほうが点数が高いですけれどもアとイと

いう形でそれぞれの市町が自分のところがどうい

う状況にあるのかということを算定して、その結

果がまとめられたところです。

どれも算定していなかった自治体もあるというと

ころです。三重県の状態はこういう状態、では全

国的にはどうなのかということで、昨年の介護保

険の資料の中に保険者機能強化推進交付金のそれ

ぞれの都道府県別でまとめたデータがありました。

ちょっと細かいんですけれども、ここのところに

地域ケア会議において複数の個別事例から地域課

題を明らかにしこれを解決するための政策を市町

村に提言しているか？というところで、アが10点

イが 5 点で全国の平均が 6.2 点。三重県はここに

あるんですが 7.1 点なんですね。三重県のそれぞ

れの市町の平均を取ると 7.1 点。全国平均が 6.2

なので三重県は平均を上回っているということに

なるんですけれども並びに三重県より大きいとこ

ろがあったので大阪府だと 9.1 点、和歌山県だと

8.5 点で三重県より大きいということがあったん

ですけれども、今年大学の地域連携センターの事

業でこの政策提言をどのようにしているかという

のを津市、鈴鹿市、松阪市の職員の方と研修をし

てき、まずその過程の中で三重県が 7.1 点なので

大阪が9.1、和歌山が8.5 ということなのでこうい

った自治体はどういう取り組みをしているのかと

いうことで視察に行こうという話になり行って参

りました。視察先を選定する際に、実際にやって

いるのは市町村ですので個別にあたる前に大阪府

と和歌山県に 9.1 なんですね？8.5 なんですよ

ね？管轄の市町村の中で積極的にこういう活動を

しているところをご紹介頂けないですか？という

ふうに聞いたら大阪府の 9.1 の返事は深くそうい

う話をしたらさすがにうちは来てもらっても言え

るようなことはありませんと、10 点は算定したけ

れども、そもそも 10 点は何を根拠に 10 点を算定

していいかという国からの解説がないのでとりあ

えず10点取っているだけなので、来られても説明

に困りますと、9.1だったんですが結局ご紹介いた

だけるところが無くて、和歌山県に問い合わせる

と複数紹介していただいて、地域包括支援センタ

ーも直営でやっているところと委託でやっている

ところとあるんですけれど研修参加者も行政の職

員ですから、できれば直営でやっていて直営の中

であがってくるものをどうやって政策化している

か、そういったことを知りたいということで相談

したら複数ご紹介いただいたので今月末に行くこ



- 26 -

とにしました。

そう考えてみると10点5点単位ではなくて三重県

でも先ほど見たようにアの10点を取っているとこ

ろがこれだけあるわけですけれども、じゃあ果た

してアの根拠は何ですか？と聞くとものすごく根

拠は薄いのかなと、むしろイを算定したりだとか

算定なしと書いてあるところがもの凄く正直なの

かなというふうに思っているわけです。

ただこれに関しては、各市町で評価の項目の妥当

性について検討するために、三菱 UFJ から調査票

が送られてきてアンケート調査をしているという

ような話を聞きました。全国的に集まって、そも

そもこの評価項目自体が妥当かどうかという結果

がまた後日出るのかなと思っています。

次に重要になってくるのが地域包括支援センター

の役割の一つとして地域課題を明らかにすること、

そもそも包括の役割というのは政策提言機能とか

そういったことに重きを置いていて、評価項目自

体のそういったところを評価するということだっ

たわけでした。一方で包括の役割としてもう一つ

違った役割として今求められているのが、この部

分です。自立支援型の地域ケア会議の実施状況、

これを積極的に進めるというわけですけれども、

自立支援型の地域ケア会議になってくるとこれは

あくまで個別のケースに対する地域ケア会議とい

う形になってくる。

例えば津市であれば、7期の介護保険事業計画では

積極的に開催をしていくと言っています。ただ津

市内の包括で聞き取り調査したんですけれども、

そうは言ってもなかなか準備も整っていなくてや

るとは言っているけれども具体的にはまだ進んで

いない話ですね。四日市などもこれから具体的に

進めていきますという状況のままです。一方伊勢

市の場合はすでに個別のケア会議を行っている。

その中でどういうことが行われているのかという

のをちょっとまとめたのが最後のスライドなので

すけれど、伊勢市の場合、自立支援型地域ケア会

議、生活支援会議と銘打ってやっているんですが

詳細な議事録ではないですが、一件ごとのどうい

うアドバイスが出たかという議事録を取っている

のでそれをもらってどういう発言があったのか、

どういう助言があったのかというのをまとめまし

た。

そうすると、やはり自立支援型と謳っていますの

で個別のケースに対する助言が多いわけです。な

ので、包括が行う地域ケア会議のはじめに示した

ように、その事例の中から出てくる地域課題、利

用者の生活の背景にある地域課題を明らかにする

というよりは、いかに自立に資するケアプランに

近づけるかということに重きが置かれていて、今

の政策の動向としてはこれを推し進めなさいと国

がいっているわけですよね。そうなってくると、

本来地域ケア会議で地域課題を明らかにしてそれ

に基づいて政策を立案しないといけないというこ

とよりも個別のケア、ケアプランかつ自立に資す

るというのは言い換えてみれば介護保険のサービ

スをいかに使わなくて生活してくれるかというこ

とに近づけるということになるわけですから、こ

こに部分が強調されてきている今の政策というの

は自治体レベルでいうとこれを進めることが自治

体の評価につながるわけですけれども、これを進

めるということはそれによって必要な支援を受け

られなくなる住民が出てくるんだとかそういった

問題にならないのかなと。

本来なら、今ここで示したようにケアプランにつ

いての中味が中心なんですけれど、例えば地域参

加に関する助言といったような地域参加を促すよ

うな、地域参加に必要な資源の創出とかそういっ

たことに本来、助言の幅が深まらないといけない
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んですけれどそうではなくて、ケアプランの目標

の設定とか具体的な中味に対しての助言だとかサ

ービスのケアプランの記載内容についての助言と

かそういったところに留まってしまっている。ど

うしても自立支援型のケア会議を開けば一人一人

の住民の個別の生活に潜んでいる共通して解決し

ないといけない生活課題を掘り起こすというより

は個別のケアプランのチェックの場になってしま

っている。もちろんケアマネージャーの方いろい

ろ力量の差がありますから、こういう場を教育の

場と捉えることも可能なんですけれども、果たし

て地域ケア会議の本来の役割として果たすべき役

割とはまた少し違った形で機能してしまっている

のかなと。それをそれぞれの介護保険の事業計画

の中に地域ケア会議を自立支援型の地域ケア会議

をこれからどんどん進めて、それをまた次の機能、

8 期に向けての次期の介護保険事業計画ではそれ

をどう振り返って評価をするかということで止ま

らなくどんどん回数を繰り広げていくというふう

になっているというのはちょっと問題なのかなと。

もちろん、全く自立支援型を否定するつもりはな

いんですけれども、その前に本来ある地域ケア会

議の役割としての課題を掘り起こして、かつそれ

をきちんと行政の課題に位置付けてきちんと施策

提言をし社会資源を創出するだとか地域だけの課

題で解決できなければそれをもっとマクロレベル

の課題にあげていき、介護保険制度全体に対する

改善に結び付ける発信をしないといけません。と

ころが、そういった役割は縮小されて、どちらか

というと目の前の個別のケアプランの見直しする

ための集まりというような形に矮小化されてしま

っているのではないか。そういうところはやはり

きちんと評価をしていかないといけないだろうと

思います。評価は次期の介護保険事業計画の本来

あるべき地域ケア会議の役割ということを明確に

打ち出して、それをどれだけ増やしていくのか、

そのためにどういう体制を地域の中で作っていく

かことが反映されないといけないのではないかと

思っています。最近地域の方とお話しする中でこ

ういったことが気になってきています。以上です。

▶▶▶シンポジウム▶▶▶

長友

まず村瀬さんから資料を出していただいているの

で、それに従ってお話をして頂こうと思います。

村瀬

評価指標という部分に関心があり、2007 年の介護

保険法の改正の時、地域包括ケアの強化と言われ

ていたその時に国会の委員会で参考人として、意

見陳述をさせてもらったものが 1 の部分です。自

立支援の話が出ましたけれど、政策的に評価指標

というのはどんどん作られて、それが独り歩きし

て現場を支配しているそういう状況になっている

わけです。「介護費用の抑制」について、山﨑さん

が言われたように支え手が支えられ手になってい

る。桑名市は厚生労働省から天下った副市長がい

ま全国的に展開しているインセンティブ、桑名で

実験的に作った桑名モデルというのが実施されま

した。

地域包括ケア計画これは介護保険事業計画のこと

なんですけども、二つの評価指標の視点があって、

一つはアウトプット指標いろいろな重点事項の施

策、事業をどれだけどういうふうにやったか、こ

れをやりました、こういう研修会をやりましたと

いうのがアウトプット指標で、もう一つがアウト

カム指標でやった結果こういうことになりました

と、その二つの軸で評価をするというそういう計

画です。

地域ケア会議推進事業ということで一つ一つの事

業を下の切り貼りできたないですけれどこういう

表を全部の事業で作っています。北川知事の頃で

様々な事業の予算見直しがあり、個々の事業ごと

にこういう表を作りました。2000 年前後になりま

す。この地域ケア会議では、一番左下に卒業件数

というのが一つの評価指標としてだんだん減らし
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ていくことで示している。5頁のところで桑名では

卒業難民のためにデイサービスでもできないこと

を代わりにするケアではなくできるようにするケ

アを進めて卒業につなげる。卒業者は地域サロン

等の支え手になり卒業から地域デビューのパター

ンですけれども、次のページの表のように実際卒

業させられた人がどういう人材になるのかという

のを桑名市から資料をもらって作成しました。

時間がないので一つ一つは言いませんが、卒業し

たにもかかわらず要支援の方が亡くなったという

こともあります。実際にはサービスが必要だった

のに卒業させられてしまった方や介護保険や10割

負担で自費サービスへ行く方などです。この評価

指標の設定がおかしいと下の表のように、高齢者

はだんだん弱っていくのにアセスメントしケアプ

ランを作り、間違った卒業としてしまうと自費の

サービスへ行ったり卒業させられたために早く亡

くなるといったそういうことにつながる。5ページ

の下のところでは「くらしいきいき教室」という

ふうな卒業の手段としての教室をするんですが、

それを終了して 6 ケ月間介護保険のサービスを受

けないという課題の成功報酬として利用者は 2000

円、事業者は18000円、ケアマネの機関は3000 円

をあげますよということが展開しています。今度

は 2 ページ目のアウトカム指標の中では、要介護

認定率を減らして介護に関する費用を減らしてい

く。その他、真ん中のところで要支援、要介護度

の改善度、2016 年度から 2017 年度で 10.6 となっ

ていますけれど、桑名市が始めた頃は 14～15％く

らいの改善度だったんです。これは自然の原則で

後期高齢者が増えていくとこんな指標を作っても

狭まってくるのは当たり前で、昔は 15％くらいあ

ったものが 10％くらいに下がったという失敗を表

している事例として貴重です。

もう一つは、介護が必要になっても住み慣れた地

域で暮らし続けられると感じる割合。52.4％と出

ていますが3年前には60％、これは主観ですので、

介護が必要でもこの地域に住み続けられるだろう

と感じる人が増えているということです。いくつ

か失敗の道を桑名市はたどっているわけですけれ

ども、これは全国展開で 3 ページのところで私が

意見陳述をしたところで奮闘の甲斐なく通ってし

まったものですけれど、こういう形でインセンテ

ィブ交付金を介護保険改正がなされて、このいろ

んな問題となる評価指標がたくさんあるわけです

が、その中で 1 から７まで抽出しましたけれど先

ほどの変化率、維持改善率は⑤です。桑名で失敗

したことが全国の評価指標になっているわけです

けれど、そういうような形で全国でも失敗の道を

辿るだろうと私は思っています。

認定率のアウトカム指標はずっと下がって 14％、

ここには載っていませんが、ある月は 13％の認定

率となった月もあって、ほぼ 14％で横ばいでこれ

もそんなに下がるはずがないというか、冷静に客

観的にみれば当たり前だと思います。そうであっ

ても進めているのですから、この先医療の大きな

打撃被害を受けることになると思います。卒業件

数ということについて、桑名市は廃止したわけで

す。

2番目に、これは三重のおかしな指標ですけれども、

特別養護老人ホームの待機者が県内で 239 人と発

表して、実際には年末に国が全国の待機者数を発

表した数字は 5251 人で、239 人などという非常識

な数字はすぐに否定されている。知事の公約は待

機者0なので、その政策が統計を作るのではなく、

統計から政策は作らないといけないと思います。7

ページのところにありますけれど、大きな原因と

いうのは、昔は有料老人ホームだとかサービス付

き高齢者住宅というものは数も少なかったし入る

人も限られていました。

しかし、今では特別養護老人ホームが少ない中で、

病院から特養に入るのは無理だから有料老人ホー

ムへ入るという形で、有料老人ホームとサ高住で

待機者がどんどん増えてくるその中で三重県は自

宅待機者だけに限って計算しているもので、格差

貧困の背景を考慮せずずっと続いていて論理的に

もおかしなことが下の①～③ですけれど人員が不

足して締めている休所している特養の待機者を差

し引くとかがあるんです。評価指標というのは客
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観的でなければいけないのですけれど政策によっ

て偽装統計の最たる姿になっているので取り上げ

てみました。最後 8 ページのように、三重県はサ

高住が全国で北海道に次いで 2 位なんです。そち

らが必要で特養がいらないというスタンスで三重

県の知事は施策を展開しますので 8 ページのよう

な形で川上に病院があって途中の施設に入らない

と海へ出てしまうわけです。評価指標を取り上げ

て発表させていただきました。

長友

先ほど村瀬さんにお話しいただいたことなどを先

生方と少し討論会をさせていただいて進めていき

たいと思います。

松田

その前に感想を少し。私が言ったような実績評価

は、あらかじめ目標が決めてあってそれに従って

ちゃんとやっていますかということを言っている

話と、井口さんが言われたようなある政策を導入

して制度を変える、公開するにしてもそれをどう

評価するかというのかという話をちょっと分けな

いとちょっと混乱するのではないかと思っていま

す。そして、人権も含めてどう評価を作っていく

かという話でしたけれど、山﨑先生のお話では現

行制度をみていく上で、人権権利条約を狭めたよ

うな国際的な枠組み、井口さんがおっしゃったよ

うな人権規約などの枠組みを使って評価すること、

これはタイミング的にも長く時間がかかることで

毎月やるわけにはいかないので、そういうやり方

も含めて正確にみた上でいろいろ議論する必要が

あるという点で、次に今おっしゃったことについ

ては真剣に統計に挑むというか体制を確保する必

要がありますね。これは厚労省の労働統計の問題

もありますし、障がい者の雇用統計もあって、数

字というのはそんなにいい加減に扱っていいのか

ということも出たんですけれども、そういうこと

を丁寧にきっちりやっていくというのが一つあり

ます。

もう一つは基準を明確化しつつも、はっきり判断

できない部分を受け止められるような仕組みを同

時に作っていかないと非常に判断に困るような事

例とかが起きた時に区分が簡単でないとしつつ進

めていくというような実際的な解決策を持ってお

く必要がありますね。現場の人でもどうしようか

な、ここに入れておくかというようなことをでき

るような仕組みをきっちり作ってやっていく、そ

の上でアカウンタビリティということで統計を作

った人の責任を明確にすることが大事になります

ね。

先ほど、イギリスの話で言い忘れたんですけれど

も、政府で何か作るときに主任研究者というのが

全部載っているんですよね。そういう統計を出さ

れた方の責任の所在、そして財政責任を明確にし

ながらやっていくことが一つ大事になってくるん

じゃないかなと思います。

山﨑

ちょっと小さな話になりますけれども、障害者雇

用水増し問題について、私たちは偽装問題とも言

っているんですが、そもそも政府は民間企業に対

して例えば障害者手帳の確認を取る等の明確な規

定をかなり細かくとっていてちゃんとコピーを取

って提出させる。それを何年か置きに継続的に行

うというようなルールを作っている。ただ問題は

国がそれをしていなかったということです。ルー

ルを作る側は自分たちはルールを守らなくていい、

そういった情報を逆にいうと第三者機関というの

はやはり必要になるのではないかと思っているん

です。統計にしてもチェック機構も必要になるで

しょうし。
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松田先生もおっしゃっているように責任の所在で

すよね。そこを明確にするということもあると思

うんですけれども、何らかのチェック機構を独立

した形で作っていかない限りは特に今の現状から

するといろんなところでの偽装問題になっていく

ので、ここがしっかりしないと基礎的なデータが

取れないのが今の現状じゃないかなと今のお話を

伺っていて感じたところです。

井口

データの問題なんですけれど、生活保護の老齢加

算の廃止の違憲訴訟があって、もう裁判終わって

しまったんですけれど、その時にどうも厚生労働

省は加算を引き下げるために引き下げるためには

統計の根拠がいりますが、どうも使っている統計

は怪しいんですね。

老齢加算の時は我々も開示要求しましたが、裁判

所は国が出した統計ですから間違っているわけが

ないとうことで認めなかったんですよね。2013 年

から生活保護の引き下げをやっていますけれど、

ここでも消費者物価指数を厚生労働省は偽装した

んですね。今度名古屋で近日中に判決が出るんで

すが、そこでどういう判断が下されるかですけれ

ど、恐らく国会でも取り上げられてちゃんと審査

をすると思うんですけれども、そうなってくると

独立した統計機関というのは必要になってくるだ

ろうと思います。

その他、研究者で結構論点になってくるだろうと

いうのが、最近いろんな研究の分野でも実証研究

をするときにSPSS使って分析したり数字がもの凄

く重要です。今日のような数的な調査とか現場当

事者からの声を集めたようなものが評価されにく

くなってきている、社会保障畑の研究者などは統

計を使う人が重宝されるようになってきて地道な

地域のヒアリングとかは偏りがあるんじゃない

の？とか言われたりするんですよね。

憲法とか国際人権規約で定めている人権を保障し

なくてはいけないは一般的なグループそこの人達

だけでなく、そこから外れた人も最後の 1 人まで

残らず人権を保障しなさいと対応しなさいという

のが憲法なんです。大枠の傾向をみるために様々

な数字とか統計は重要なんですけれども、そこか

ら外れた人を最後の 1 人まで把握できるような仕

組みをどうやって作っていくのかというのは目下

必要な議論だと思います。

武田

例えば、評価を策定した側もきちんと説明すれば

終わりではなくて、その根拠だというものをきち

んと開示するシュレッダーかけちゃいましたとい

うような話では研究者であれ国であれ、すべてに

きちんと共有するそういう仕組みですよね。それ

で我々がきちんと出された項目評価の基準に対し

て反論できる枠組みが重要なのかなと思います。

長友

何かご質問や確認したいことがあればどうぞ。

村瀬

評価の第三者機関というのは統計偽装の話しがい

ろいろありましたけれど、そのすべてを動かすの

は無理ですよね。実際社会運動なりで克服してい

く、現場のソーシャルワーカーなりの人が運動し

ていかないと克服されて行かない気がするんです

けれど、評価の第三者機関の指標が正しいかどう

かという中で評価していただけるんですか？なか

なか難しい感じがしますが。
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山﨑

もちろん運動レベルでということはよくわかるん

ですが、具体的に運動をやっている団体、今かな

り財政的に厳しい中でやっているのでそこまで求

められるというは職員の生活が破たんするんです

ね。それには一定の財政的背景を持ったちゃんと

生活が保障された、研究者の方を含め一つのとこ

ろが全部やるのかそれぞれの分野で監視機関とい

うようなものを作っていくのかということをきち

んと考えていかないと運動だけで展開しましょう

というと運動をやっている人たちがいなくなって

きているのでそこを保証するための何かを作って

いく、そういう意味では第三者機関という表現を

したんですけれども、要するに財政根拠がちゃん

とあってそれぞれの人達が当事者も含めてちゃん

とチェックできるような組織体系というのをどう

なるかというのは細かいイメージまでは無いので

すが、作っていかないことには今どうにもならな

いんじゃないだろうかと。

どうしてかというと、例えば障害者政策委員会が

内閣府にありますけれど、基本的にはあそこは政

府と関係のある団体だけでほぼ構成されているの

で、政府の意向ありきでの議論になるんですね。

だから本当の意味での監視にはならないわけなん

です。ある団体さんからのいわゆるパラレルレポ

ートの時も政府が嫌がるようなことは書いてはい

けないんじゃないかという団体さんもいますから、

そういう意味で独立した組織がない限りはちゃん

としたことはできないんじゃないかな、そこにつ

いてじゃあどういう形がありえるのかというのは

今後の議論が必要なんだと思います。おっしゃる

通り限界もあると思います。

松田

障害者権利条約の話しでいうとおっしゃる通りだ

と思いますし、政府内部にあっても利害関係がい

ろいろあったりするんだろうなとは思います。そ

れとは別に、統計だと日本では一番総務省が所管

しているわけですけれど、そういう実施省庁、所

管省庁とは別にそういうものを定期的に監査する

しくみというのが必要で、これは同じ総務省に行

政監査室という機能はあるんだけれども、それを

もう少し独立性を持たすとか、あるいは会計検査

院というものがあるんですけれど会計検査院とい

うのは日本ではお金を合法的に使っているかとい

うのに重きを置いて監査していて、お金をどう使

っているかとかいろんなやり方も含めて監査して

いるようなところなんですね。そういうことを考

えますと、政府内部でのチェックの仕組みを作っ

ていくということが、実は政府にとってもすごく

大事でこの間の一連の事態は政府への信頼という

ものを失墜させていて、長期的にみると非常にい

ろいろ危うい問題を含んでいるので、そういった

仕組みを作っていくことが大事なのではないかと

思います。

質問者

私の関心のところでアドバイスになればお話いた

だきたいのですけれど、枠組みを作ることも大切

でそもそも目標を設定することについてもどこに

重きを置くかどこに重要性を見出すかという話で

すけれども、今ですと例えば人と人のつながりは

大切だよねとか、そうした皆さんが共有できそう

な評価の指標というか気持ちのレベルであると思

うんですよね。人と人のつながりがあれば健康が

促進されるんじゃないかとか、逆に疎遠だと健康

に影響があるんじゃないのかとか、そういったこ

とについてどのように評価をしていくのが良いの

か難しいと感じています。個人の価値観も含めて

ありますし、ある地域が人と人のつながりが豊か

な地域だと判断するためには、どういう指標があ

れば具体的に判断できるのだろうか、その逆もあ

るというところが関心としてはあるんですけれど

も、それを評価していくというのは相当難しいな

と思っているところです。いわゆるソーシャルキ

ャピタルとか言われるところで大切だなという感

じはしますが、評価するのは難しいような気も同

時にしていてその辺りで、もしヒントがあればご

教示いただきたいです。
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松田

ソーシャルキャピタルというのがいろんな意見が

あって、例えばつながりに関していうと調査でし

かわからないというところがあります。もちろん、

いろんなやり方があって、一つはアンケートで相

談できる相手がいるかとか、会う頻度はどのくら

いとかそういうつながり自体をアンケートを通し

て調べる。その他、実際に会っているのを調べる。

一種のモニタリングのようなことをして徹底的に

調べるこれも大変ですけれどそのようなことがあ

る。ただ人のつながりにも良いものと悪いものが

あって、要するにいろんな面倒事を押し付けてく

るようなつながりもあれば、お互い支えるという

ような関係もありうるという話でしてどういうふ

うになっているかを知るにはなかなか一筋縄では

いかないと思うんですね。

地域で取り組むとすると、とにかくそういう場を

作っていくしかないんじゃないかなと僕は思うん

ですよ。そういうようなことをやるために個人で

やれることもあるだろうし組織、生協とかでやら

れていることも行政などで幅広くやられることも

あるのではないかと思うので、一番問題になって

いるのはそれを促すリーダーシップ、声掛けをや

るとかそこが一つの焦点になっているんじゃない

かなと思います。ある意味そういうお金儲けする

ために、といった動機じゃなくて、地域でみんな

に居場所があればいいなというのには賛同できる

のだけれど、ただ賛同したとしても、何か面白み

があったりしないとみんな続かない部分もあると

思うので、そういうものも含めていろいろ引っ張

っていく機能をどう上手く作っていくかがキーポ

イントではないかなと思っています。

長友

それでは武田さんから順に感想をお願いして終了

にしたいと思います。

武田

客観的という部分を考えるんですけれども、研究

者としての立場と自分自身の生活、暮らしと考え

ると誰のための評価かと考えると暮らしている人

のための評価と位置付けたいと思ったりするんで

すよね。本当は客観的でないといけないんですけ

れど、自分の立ち位置を明確にしながら、その中

で評価のあり方というのを評価していく、自分な

りの立ち位置をきちんと明確にしないといけない

のかなと。評価だから右と左の真ん中にいればい

いというわけでなく、そこは自分の立つべきとこ

ろを明確にもたないといけないんだろうなと今日

考えていました。

井口

評価という話で今日いろいろ議論された中で出て

きたんですけれど、いろいろなレベルがあるので、

おそらくきちんと日本の社会保障制度が上手くい

っているかをみるということと、現実を変えるた

めにはかなりいろんなプロセスというか仕組みを

重層的に作らないといけないのかなという気がす

るんです。国連などは結構いろんな仕組みが重層

的に張り巡らされて、不完全な面はあるにせよ参

考にするべき面もあるのかなと思いました。今日

は評価の問題でしたが、政策を作るところから日

本は分野によって排除されている状態ですから、

政策を作る段階から両面でやっていかないといけ

ないのかなと思います。

山﨑

私も先ほど武田さんが言った部分と被るんですけ

れど、客観的なものが本当にあるのか？というこ

とを問い直さなければいけないと思っています。

社会学者ピエール・ブルデューが言うには＂自己

の客観さが必要だ＂それは何かというと統計にし

ても何にしても基準を作るのは人なんですよね。

基準を変えれば評価も変わってしまうわけで、ど

ういう立場でどういう見解でどのレベルでその基

準を選択したのかを明確にすることが大事だとい

う話なんです。今はそこが無いですよね。何か統

計データがあったらすべて正しいものであるかの
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ようになってしまっているので、逆にいうとそう

いった形で数字評価ということは、いくらでもコ

ントロールできるんだということを大前提にしな

ければまずいけないんだろうと思っています。

特に今、井口先生が言った話に関連するのですが、

もちろん作るところで関わるということは大事な

んですが、今、作るのは官僚です。例えば社保審

とかがあっても基本的には官僚から出されたもの

を基本的には了承するだけ、あとはカスタマイズ

ちょっとバージョンを変えさせるだけしかできな

いので果たしてそれでいいのかどうか。逆に言え

ばこここそ運動が必要なんだろうとこういうもの

を自分たちは欲しいんだということを継続的に続

けていかない限りはおそらく、作るという段階に

も関われないんじゃないかなと個人的には考えて

います。

松田

やはり総合的な目標というものを共有することが

必要じゃないかと思うんですよね。医療でいうと

例えば医療計画というものが一番大きな計画にな

るんですけれども、そこにはいっぱいいろんな指

標が載っています。どういうサービスがあるかと

いうのは結構あるんですが、患者がどういう体験

をしたとか苦情が出た時とか何か問題があった時

にどう対応をしていくか、そういったものはあま

り載っていないし、アクセスの問題も介護保険だ

から大丈夫だろうと流されています。いくつか重

要なところでスルーされているところがあると思

うんですね。そういうことを踏まえて改めてどう

なんだということを問うためのものをしっかり持

って共有していくことだと改めて今日お話を伺え

て考えられて良かったです。ありがとうございま

した。

長友

今日お話しいただいた方に拍手をお願いします。

ありがとうございました。

ご清聴

ありがとう

ございました
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過去の「地研通信」が地域問題研究所ホームページ（https://www.tsu-cc.ac.jp/chiken/）

から閲覧できます。どうぞご活用ください。

「地研通信」総目次

巻号 発行年月日 著者 タイトル

第1号 1984/5/31 岡本祐次 創刊によせて

岩本勲 研究室発足にあたって

地域問題総合調査研究室の設立趣旨

地域問題総合調査研究室規程

共同研究計画の概要

第2号 1984/10/1 牧隆壽 ユートポリス津

雨宮照雄 松阪市における地域振興－中核工業団地と商店街再開発を中心として

森岡洋 三重県津機械器具協同組合の活路開拓ビジョン調査事業

第3号 1985/1/31 雨宮照雄 松阪市における地域振興－中核工業団地と商店街近代化を中心として

森岡洋 三重県津機械工具工業協同組合の活路開拓ビジョン調査事業

異業種連携による新製品開発事業

東福寺一郎 生涯教育プロジェクトこの１年

柴橋正明 日本地方自治研究学会の設立によせて

雨宮照雄 明日の熊野を考える～熊野市制３０周年記念シンポジウム

第4号 1985/3/31 岡本祐次・岩

本勲・山田全

紀・雨宮照

雄・疋田敬志

明日の地研と三重短大

第5号 1985/7/30 山田全紀 地域問題は国際問題か

雨宮照雄 プロジェクトＡ 津市行財政分析

岩瀬充自 プロジェクトＢ 生涯教育･同和問題研究

川田光子 プロジェクトＣ 津市民の生活意識調査

第6号 1985/10/30 東福寺一郎 三重県高度情報化推進協議会に参加して

小林勝 第２回地研講演会要旨～２１世紀へのまちづくり

雨宮照雄 紹介 右田紀久恵・井岡勉編著『地域福祉－いま問われているもの』

第7号 1985/12/30 紀中多恵子 地方の時代の「食の地域性」

藤田修三 高齢化社会に思う

雨宮照雄 鳥羽駅前再開発構想調査

第8号 1986/3/31 柴橋正明 鳥羽市観光の現状と推移

第9号 1986/6/30 岡本祐次 いま「地研」についておもうこと

雨宮照雄 補助金制度と地方財政

第10号 1986/10/30 川田光子・紀

中多恵子・村

田温子・西村

政子・草深み

な子

「津市民の生活意識調査」

森岡洋 津地区広域市町村圏地域経済活性化計画に寄せて
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第11号 1986/12/31 地研同和問

題プロジェ

クト

桑名市同和地区生活実態調査の概要

第12号 1987/3/30 大原久直 第３回地研講演会要旨～三重県における計画行政-第一次総合計画策定を中心に

第13号 1987/6/30 雨宮照雄 地域研究の拠点づくりをめざして

柴橋正昭 地研運営体制の現状と問題点

生涯学習プ

ロジェクト

「三重県における生涯教育の現状と課題」について

第14号 1987/9/30 柴橋正昭 観光振興の全国事例

川田光子 Ｃプロジェクトから

第15号 1987/12/30 雨宮照雄 答志島の観光の現状と問題点

第16号 1988/3/31 岩瀬充自 名張市同和地区生活実態調査の概要

第17号 1988/6/30 地研研究員

総会

地域問題総合調査研究室将来構想（第２次報告 概要編）地域問題総合調査研究所を

めざして

第18号 1988/10/31 岩瀬充自 地域研究所への発展をめざして

第19号 1989/1/31 柴橋正昭 非営利団体の財務報告の目的FASBの見解を中心として

第20号 1989/4/30 岩瀬充自 異業種交流と新製品の開発－津機械器具工業協同組合の事例（ケーススタディ）

第21号 1989/7/31 岩瀬充自 異業種交流と新製品の開発（その２）－津機械器具工業協同組合の事例（ケーススタ

ディ）

第22号 1989/12/1 柴橋正昭 地域研究所を目指して

第23号 1990/6/30 柴橋正昭 地域文化振興に関する事例研究（１）

第24号 1990/8/31 柴橋正昭 地域文化振興に関する事例研究（２）

第25号 1990/10/31 柴橋正昭 地研７年目、さらなる発展をめざして‛89年度の活動と‛90年度の方針及び体制

第26号 1990/12/31 岩瀬充自 ドイツの生活・日本の生活

第27号 1991/2/28 森岡洋 三重県の地場産業

第28号 1991/3/31 水谷勇 生涯学習の基本理念を考える

柴橋正昭 組合青年部活性化ビジョン（マニュアル）

第29号 1991/6/30 柴橋正昭 ‘90年度の活動報告と’91年度方針および体制

第30号 1993/1/1 柴橋正昭 自主研究体制の確立に向けて

柴橋正昭 企業家精神の発揮に向けて

第31号 1993/2/1 疋田敬志 設立１０周年を迎える地域問題総合調査研究室の目指すべき方向について

個人の自主研究を中心に地域・住民に開かれた研究室づくりを

東福寺一郎 三重県の勤労者の生涯学習意識と実態

柴橋正昭 中小企業組合青年部活性の必要性

第32号 1993/3/1 柴橋正昭 経営者が問われる財務を見る目

第33号 1993/12/1 疋田敬志 設立１０周年を迎えて

第34号 1994/1/1 森岡洋 日米地域商業の比較～ボルダー市と津市および名張市

水谷勇 男女平等と生きがいを求める女性の生涯学習

第35号 1994/1/1 疋田敬志 三重県における大都市地域の宅地開発を考える～「大都市地域における住宅等の供給

の促進に関する特別措置法」と「三重県住宅・住宅地供給計画」

第36号 1994/2/1 尾崎正利 三重県における外国人労働者問題の現状と課題

第37・38号 1994/3/1 地研設立１０周年記念シンポジウム（要旨）

第39号 1994/4/1 水谷勇 東紀州地域の生涯学習の現状と課題

第40号 1994/7/1 森岡洋 三重県の産業連関分析

疋田敬志 定着した自主研究、地域問題研究交流会中心の活動の一層の発展を
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第41号 1995/3/1 尾崎正利 三重県における外国人労働者の現況について

陳立行 中国人研修生に関する考察～国際労働移動の視点から

第42・43号 1995/3/1 第７回地域問題研究交流会報告（要旨）掛川市におけるまちづくり・生涯学習運動

第44号 1995/9/30 東福寺一

郎・水谷勇

伊賀地域の生涯学習推進状況

東福寺一郎 カナダからの便り

第45号 1995/11/30 茂木陽一 地域問題総合調査研究室の活動の前進のために

第46・47号 1996/3/25 第8回地域問題研究交流会報告（要旨）－防災と街づくり-阪神・淡路大震災をふまえ

て-

第48号 1996/7/1 茂木陽一 地域問題研究の一層の充実を目指して

水谷勇・東福

寺一郎

北勢地域の生涯学習推進状況に関する調査結果

第49号 1997/1/7 シンポジウム「津の再生と発展を目指して津の街の歴史に学ぶ」の成功

疋田敬志 環境基本計画論批判

第50号 1997/3/31 東福寺一

郎・水谷勇

中勢地域の生涯学習推進状況に関する調査結果

茂木陽一 「藤堂藩領における『掛リ人』と『厄害』について」

第51号 1997/7/31 森岡洋 地研年報と研究交流集会の充実を

森岡洋 津市の商圏の変化について

第52・53号 1998/3/10 第13回地域問題研究交流会報告（要旨）～三重県における情報公開の現状と課題（上）

田中欣治 自治会長一年生

第54号 1998/7/31 森岡洋 地研の地域研究機関としての一層の充実を

坪原紳二 四日市の戦後都市形成史コンビナート全面化直前期までの工業化指向の実態について

(前)

第55号 1998/10/1 尾崎正利 国際労働機関（ILO）管見

坪原紳二 四日市の戦後都市形成史コンビナート全面化直前期までの工業化指向の実態について

(後)

第56・57号 1999/3/1 第１５回地域問題研究交流会報告（要旨）三重県における介護保険と高齢社会

坪原紳二 もやい直し

第58号 1999/9/30 尾崎正利 ２１世紀へ向けての地域問題総合調査研究室の課題

東福寺一郎 日本で住んでみたい都市の尺度構成一対比較法を用いて

第59号 2000/1/1 南有哲 三重県人北米発展史

第58号 1999/9/30 東福寺 近ごろ出会った本編集後記に代えて

第60・61号 2000/3/10 第１７回地域問題研究交流集会報告（要旨）中高年の雇用創出と再就職支援－地域に

おける労働市場政策を考える－

第62号 2000/7/31 冬木春子 女子学生の職経歴設計について本学生活科学科学生への調査から

第63・64号 2000/9/30 第１９回地域問題研究交流集会報告（要旨）まちづくりを考えるシンポジウム『TMO

（タウンマネージメント組織）によるまちづくりの可能性と限界』

第65号 2000/7/31 東福寺一郎 「津市」に対するイメージ調査の試み

第66号 2001/9/30 第２２回地域問題研究交流集会報告（要旨）「シンポジウム２１世紀の三重県における

生涯学習について考える」

第67号 2001/3/15 第２３回地域問題研究交流集会報告（要旨）「仕事と子育ての両立について考える」

第68号 2002/3/19 尾崎正利 ［紹介］マリア・テジレウザ・フォンテネレ・レイス著、二宮正人編訳「在日ブラジ

ル人二国間関係の人的絆」2001年6月,サンパウロ

第69号 2002/7/31 尾崎正利 日系ブラジル人労働者問題の新たなあゆみサンパウロ大学法学部,日本ブラジル比較



- 37 -

法学会主催「日伯比較法および在日ブラジル人就労者に関する国際シンポジューム」

に参加して

第70号 2002/11/30 第25回地域問題研究交流集会報告（要旨）「市町村合併と三重県内における動向」

第71号 2003/2/28 第27回地域問題研究交流集会報告（要旨）「市町村合併と農山村地域」

第72号 2003/2/28 尾崎正利 構内請負業における労働力確保について沖縄県における募集・斡旋のシステムと経路

東福寺一郎 修飾語とジェンダー

第73号 2003/7/31 東福寺一郎 20年目を迎えた地研室長就任にあたって

南有哲 「自然主義」としての人間中心主義環境倫理について

第74号 2004/2/28 第28回地域問題研究交流集会報告「三重県におけるワークシェアリング導入の現状と

課題」

第75号 2004/3/15 岩田俊二 「都市と農村の共生」から見た市民農園整備の課題美杉村城山滞在型市民農園につい

ての調査を基に

第76号 2004/3/15 立石芳夫 三重県における市町村合併と住民投票

東福寺一郎 大学生の携帯電話利用に伴う認知や行動の変化

南有哲 「民族」・「国家」そして「自由」

第77号 2004/9/30 茂木陽一 新たな20年に向けて室長就任にあたって

小西啓文 障害者雇用への接近

第78号 2005/1/31 成澤孝人 有事法制にみる「地方自治」

長友薫輝 国民健康保険と三位一体の改革

楠本孝 街頭犯罪と「犯罪空間学」あるいは「犯罪機会論」

第79号 2005/3/31 第29回地域問題研究交流集会報告「伊勢暴動から東海第一揆へ－一揆認識をめぐる権

力と民衆－」

第80・81号 2005/6/30 尾崎正利 第31回地域問題研究交流集会報告（要旨）地域研究とアカデミー－地域労働市場にお

ける関係者の接着剤としての役割、相互交流を通じたコミュニケーションの効果と限

界

第82号 2005/10/31 原幸一 発達障害および発達障害者支援について

藤野奈津子 古典古代における「地方」のあり方ローマの支配との関連で

小西啓文 介護保険法改正にかかる議論の整理

第83号 2006/3/31 第32回地域問題研究交流集会報告現代の「青少年問題」について考える

第84号 2006/7/31 楠本孝 外国人集住都市会議の活動状況について

南有哲 「民族的同化」についての覚書

第85号 2006/1/22 雨宮照雄 夕張市の破綻と財政再建制度

尾崎正利 第三回 CIATE 地域コラボドレス集会に参加して変容を見せつつある日系人就労システ

ム

茂木陽一 「伊勢商人と地域社会」漫筆（その１）

第86号 2007/3/31 第34回地域問題研究交流集会報告（要旨）「国民保護法制とふるさと」

第87号 2007/8/31 島内高太 非正規雇用の拡大と企業内人材養成の機能低下

第88号 2008/1/31 雨宮照雄 税源移譲に伴う個人住民税の調整控除について

石原洋介 東アジアにおける金融安定化への課題

第89・90号 2008/3/31 第36回地域問題研究交流集会報告津市における「多文化共生」のあり方を考える

小西啓文 裁判例からみる「消えた年金」問題

第91号 2008/8/7 岩田俊二 新たに出発した地域問題研究所の課題

北村香織 占領期沖縄の社会福祉政策序論

第92号 2008/10/31 山川和義 「７０歳まで働ける企業」の実現に関する法政策の意義三重県の事例を参考に

駒田亜衣 生活習慣病予防の取組について三重県の糖尿病予防対策の現状とこれから
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第93号 2009/1/30 岩田俊二 ヴァル・ドルチャとアルト・ドウロの文化的景観を訪ねて

茂木陽一 「伊勢商人と地域社会」漫筆（その2）

第94号 2009/3/31 第38回地域問題研究交流集会報告「津市における来日外国人の生活実態調査」

茂木陽一 「伊勢商人と地域社会」漫筆（その3）

第95号 2009/7/31 Arisato 

MINAMI

Criticism of Anthropocentrism'  as the Environmental Ideology

第96号 2009/10/30 木下誠一 居場所づくりの取組みと課題三重県の事例を通して

平尾竜一・加

藤あけみ・横

溝一浩

web2.0時代の福祉社会学のagenda

第97・98号 2010/3/31 第 40 回地域問題研究交流集会報告これが変われば現場は頑張れる～津市生活ケア実

態調査報告から～

第99号 2010/7/30 島内高太 企業の社会的責任を考える

第100号 2010/10/31 上野達彦 「地研通信」100号によせて

岩田俊二 「地研通信」第100号を祝して

岡本祐次 「地研通信」第100号を記念して

尾崎正利 地研通信100号を記念して

石原洋介 フェアトレードの挑戦

第101・102号 2011/3/31 第42回地域問題研究交流集会報告“食で生き活き子どもたち”

岩本勲 「地研」創設期の思い出

第103号 2011/8/15 島内高太 日系人雇用問題から日本のものづくりの課題を考える

第104号 2011/12/15 岩田俊二 雲出川流域ネットワーク活動による地域資源管理の試み雲出川・山川海ネットワーク

の活動

木下誠一 高齢者住宅の動向と計画課題

第105・106号 2012/3/31 山川和義 第44回地域問題研究交流集会報告～ワーキングプアについて法的に考える

第107号 2012/8/31 田中里美 企業の法人税負担率についての一考察

第108号 2013/2/28 駒田亜衣 三重県民の野菜摂取量はどう変化したか県民健康・栄養調査から

第108号 2013/2/28 長友薫輝 生活保護見直しによる地域生活への影響

第109・110号 2013/3/29 地域問題研究所セミナー報告(要旨) 内部留保の経営分析

岩田俊二 農村景観についての多様な認識三重県伊賀市調査から

第111号 2013/8/30 杉山直 トヨタの労使関係労使協議制度を中心にして

第112号 2014/1/31 島内高太 自動車ディーラー営業職の専門性とキャリア

田中里美 「監査における不正リスク対応基準」と昭和ゴム事件

第113・114号 2014/2/28 第 47 回地域問題研究交流集会報告(要旨) 「栄養指導の効果的な話し方～新・味オン

チを克服するために」

第115号 2014/8/29 武田誠一 ２０１４年診療報酬改定と地域包括ケア病棟

第116号 2015/1/31 清道亜都子 高等学校国語教科書「書くこと」教材の分析昭和30～40年代を事例として

小野寺一成 住環境の再生における住民参加型計画及び事業の取り組み住民参加方式による公営住

宅建替え計画及び事業の事例

第117・118号 2015/3/31 第 49 回地域問題研究交流集会報告(要旨) 基調講演「相談からまちづくりへ～がんば

らないけどあきらめない～」

シンポジウム「声なき声へのアプローチ～支えあうまちをめざして～」

第119号 2015/11/30 金江亮 労働価値説と効用価値説

第120号 2016/2/15 雨宮照雄 ふるさと納税の問題点

北村香織 「東京・滝野川区健康調査」（1938）から考える「貧困」の手がかり
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第121･122号 2016/3/15 第51回地域問題研究交流集会報告(要旨)「地域包括ケアのあり方を考える」

第123号 2016/8/31 三宅裕一郎 安保法制後の憲法改正論がもつ意味

第124･125号 2017/1/31 担当：三宅 第 53 回地域問題研究交流集会報告(要旨）「揺らぐ家族法をどうみるか」「再婚禁止期

間違憲訴訟の経験から思うこと」

第126号 2017/3/31 武田誠一 地域問題研究交流集会報告 「地域包括ケア」と担い手の形成

第127号 2017/8/31 大畑智史 支出税と勤労意欲：ＩＣＴ化の影響

第128号 2017/1/31 杉山直 トヨタの「働き方改革」

第129号 2018/3/31 川崎航史郎 保育所待機児童問題から見る日本社会保障の問題

第130･131号 2018/8/31 担当：楠本 第56回地域問題研究交流集会(要旨) 「大規模災害時に外国人被災者と日本人被災者

が協働して避難所を運営するための基礎的条件について」

第132号 2018/11/30 田添篤史 「福祉国家」は誕生するのか

相川悠貴 運動が食欲に及ぼす影響の紹介

第133･134号 2019/2/28 第 58 回地域問題研究交流集会(要旨) 「地方都市における持続可能なコンパクト+ネ

ットワークシティの形成に向けて」

第135号 2019/8/5 高橋彩 どうしてルール違反者を見ると腹が立つのか

第136号 2019/11/30 服部知美 機能性表示食品の普及と管理栄養士、栄養士の役割についての検討

田添篤史 技術的失業と技術進歩の方向性

【受入図書一覧】
本研究所で2019年 11月以降に受け入れた図書は次の通りです。

登録№ 書 名 ISBN/ISSN

7007650 地域経済総覧 2020 *****

7007651 全国市町村要覧 令和 01 年版 9784474067769 

7007652 土地白書 令和元年版 9784909946065 

7007653 模範六法 平成 31 年版 9784385159713 

7007654 女性労働の分析 2018 年 9784915811920 

7007655 環境白書 *****

7007656 データでみる県勢 2020 9784875493457 

7007657 日本都市年鑑 77(令和元年版) 9784474068025 

7007658 保険と年金の動向 2019/2020 *****

7007659 類似団体別市町村財政指数表 令和元年 10 月 *****

7007660 社会福祉の動向 2020 9784805859773 

7007661 日本の貧困女子 9784815601232 

7007662 不浄を拭うひと １ 9784821138708 

7007663 働く女性ほんとの格差 9784532263829 

7007664 働く女子の運命 9784166610624 

7007665 東京貧困女子。 : 彼女たちはなぜ躓いたのか 9784492261132 
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7007666 21 世紀の女性と仕事 9784865281958 

7007667 なぜ女性管理職は少ないのか 9784787234506 

7007668 図表でみる男女格差 : 今なお蔓延る不平等に終止符を! 9784750347653 

7007669 番号を創る権力 : 日本における番号制度の成立と展開 9784130362719 

7007670 人工知能と経済 9784326504626 

7007671 自治体の情報システムとセキュリティ 9784313150980 

7007672 第 4 次産業革命と法律実務 9784865562927 

7007673
地方税務職員のための事例解説税務情報管理とマイナン

バー
9784324106891 

7007674 犯罪白書 令和元年版 9784907343187 

7007675 孤立不安社会 9784326654185 

7007676 無料統計ソフト EZR でやさしく学ぶ統計学 9784498109018 

7007677 文献管理ツール Mendeley ガイドブック 9784904307847 

7007678
初心者でもすぐにできるフリー統計ソフト EZR(Easy R)で

誰でも簡単統計解析
9784524261581 

7007679 メディカルスタッフのためのひと目で選ぶ統計手法 9784758102285 

7007680 日本子ども資料年鑑 2020 9784877583842 

7007681
地方交付税制度解説 令和元年度:補正係数・基準財政収入

額篇
*****

7007682 改正地方財政詳解 令和元年度 *****

7007683 人魚の眠る家 9784344427303 

7007684 「なんとかする」子どもの貧困 9784040821733 

7007685 貧困と地域福祉活動 9784860151249 

7007686 保育と日本国憲法 9784860154608 

7007687 地方財政白書 令和 2 年版 9784865792096 

7007688 県民経済計算年報 令和元年版 2019 9784904208649 

7007689 統計でみる都道府県のすがた 2020 9784822340834 

7007690 消費者物価指数年報 令和元年 2019 9784822340896 

7007691 公務員白書 令和 2 年版 9784865792126 

7007692 地方財政要覧 令和元年 12 月 *****

7007693 科学技術白書 令和 2 年版 9784865792157 

7007694 私以外みんな不潔 9784344033870 

7007695
おそい・はやい・ひくい・たかい 行きしぶり・不登校、

親の心がまえ
9784880495927 

編集後記

2020年度の『地研通信』を、ようやくお届けできる運びとなりました。COVID-19によるパンデミックのなかで、

教職員ともに手探りの中で学生教育と大学運営に取り組むという未曽有の状況にあったとは言え、刊行が著しく遅

延してしまったことについて、お詫び申し上げます。パンデミックは我々に対して、医療・公衆衛生システムの脆

弱さや、グローバル化した経済の不安定ぶり、そして経済活動低迷がもたらした「環境浄化」などといった、考察

すべきテーマを突き付けているのであり、「地域」という視点からこれらにどのように応えていくのか、当研究所

にとっても重い課題となっております。今後ともよろしくお願いいたします。（AM）


